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第 1 章 序論  
1.1 本研究の背景と従来研究  
1.1.1 環境学習の目的  
近年、様々なところで地球規模の環境問題が顕在化している。例えば、地
球温暖化や酸性雨などの地球環境問題や、景観の破壊や生態系の破壊などの
自然環境問題、さらに大気汚染や騒音などの公害やエネルギー資源の枯渇、
廃棄物の増大などである。日本においても、地球温暖化の原因となる二酸化
炭素排出量の増加や地球温暖化、エネルギー資源の枯渇の原因となる家庭で
のエネルギー消費量の増加などの環境問題が顕在化している。これらの環境
問題の改善は急務である。  
こうした情勢を受け、「環境学習」も学校教育の中で実施されるようにな
ってきた。例えば、1988 年の「教育課程審議会答申」1)では、環境学習を学
校教育の重要な課題として位置づけ、各教科や道徳・特別活動で取り扱うこ
ととなった。1989 年の学習指導要領改訂 2)では、「学校教育においては、従
来から、その重要性にかんがみ、小学校、中学校及び高等学校の主として社
会科、理科や保健体育の教科等の指導の中で、児童生徒の発達段階に応じて
環境に関する学習が行われている」という認識のもとに、「さらにその指導
内容を充実」することを示している。また 1991 年には、文部省「環境学習
指導資料」 3)では環境学習の定義を明確にしている。これらの文部科学省の
環境整備により、学校教育においても環境学習がさらに積極的に実施される
ようになった。  
一方、世界では、2004 年に「持続可能な開発のための教育の 10 年」が
国連総会で採択され、2005 年から 10 年間、「持続可能な開発のための教育」
                                                  
1) 文部省「教育課程審議会答申」，1998 年 7 月．さらに，1998 年 9 月には，中央環
境審議会企画政策部会環境学習小委員会による「持続可能な経済社会構築を目指し
た環境学習・環境学習の推進方策について（中間とりまとめ）」が提示された．  
2) 個性をいかす教育を目指して改定された、教科の学習内容をさらに削減した学習指
導要領。学習指導要領は 1989 年（平成元年）に告示され、小学校は 1992 年（平成
4 年）度、中学校は 1993 年（平成 5 年）度から実施された。  
3) 学校における環境教育の意義と役割、学習指導要領における環境教育に関する内容
の解説とともに、指導の実践例を掲載し、学校における環境教育の推進に資するこ
とを目的として作成された教師用指導資料。1991 年に『環境教育指導資料（中学校・
高等学校編）』が、1992 年に小学校編が当時の文部省よりそれぞれ発行された。  
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4）が国連等によって各地で実施されることとなった。日本でも、文部科学省
が環境学習の視点として、新しい学習指導要領における環境に関わる内容を
見直し、環境学習推進グリーンプランなど環境学習の推進に向けた取り組み
を行っている。これら文部科学省の政策を中心に環境学習の実践は国内各地
で行われるようになっている。  
これらの環境学習の目的については、各所で議論されているが、1975 年
に制定されたベオグラード憲章 5）では、環境学習の目的を次のように述べ
ている。  
 
「環境やそれにかかわる諸問題に気付き、関心を持つとともに、現在の
問題の解決と新しい問題の未然防止に向けて、個人的、集団的に活動す
る上で必要な知識、技能、態度、意欲、実行力を身につけた人々を世界
中で育成すること」  
 
また、文部省が 1991 年に発行した環境学習指導資料では次のように述べ
ている。  
 
「環境や環境問題に関心・知識をもち、人間活動と環境との関わりにつ
いての総合的な理解と認識の上にたって、環境の保全に配慮した望まし
い働きかけのできる技能や思考力、判断力を身につけ、より良い環境の
創造活動に主体的に参加し環境への責任ある行動がとれる態度を育成
する」  
 
上記の目的に共通する項目としては、「環境や環境問題に関する関心と知
識」および「活動への参加・実行力」の育成が挙げられる。市川（2002）は
これらの目的を整理し、次のように述べている 6）。  
                                                  
4）  持続可能な開発・発展（Sustainable Development)の実現をめざす多様な教育へ
の取り組みを推進するよう国際連合が各国政府に働きかけているキャンペーン
（2005 年～2014 年）。  
5）1975 年に開催されたベオグラード会議で作成された憲章。環境の状況、環境の目標、
環境教育の目標、環境教育の目的、対象、環境教育プログラムの指針となる原則の
6 構成からなる。   
6）川嶋宗継・市川智史・今村光章『環境教育への招待』，ミネルヴァ書房，2002，p54-55 
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「環境学習の目的は、今日的な表現を交えていえば、人類の新しい発展、
すなわち『持続可能な開発』の実現に向けて、環境保全に必要な知識、
態度（価値観）を身につけ、人間と環境を軸とした様々なかかわり合い
という視点から地球的視野に立って環境に関わる諸問題をとらえ、エコ
ロジカルなライフスタイルを実践することができ、地域、国、国際レベ
ルでの環境保全活動や『環境』と『開発』にかかわる意志決定過程に参
加することのできる人間の育成にあるといえよう」  
  
つまり、環境保全に必要な知識・態度（価値観）を身につけ、かつ意志決
定過程に参加することのできる人間の育成が重要であるということである。
同様に朝岡（2003）も、環境学習の目的を内容知と行動知をわけ、「認識と
して子どもたちに伝達されていく知（＝内容知）とともに、行動主体として
行動することによって身に付ける実践知（＝行動知）という両者の知の枠組
みが必要である」と述べている 7）。このように環境学習では、環境や環境問
題の内容に関する知識や態度を身に付けることと、実際に主体的に行動し、
参加する力を身につける子どもを育成することが重要であると考えられる。 
 
1.1.2 日本における環境学習の歴史と動向  
 環境学習プログラムについて、日本における環境学習の歴史及びその実践
内容、評価手法等について概観する。まず始めに、環境学習の歴史について
述べる。  
日本の環境学習は、「公害教育」と「自然保護教育」に源流を持つ 8）。公
害教育については、四大公害と呼ばれている水俣病、阿賀野川有機水銀中毒、
四日市ぜんそく、イタイイタイ病の校が公害問題に対する批判が高まる中で、
子どもたちの学習環境を守るため、教職員組合運動に集結する教師たちの公
                                                  
7）朝岡幸彦『新しい環境教育の実践』，高文堂出版，2003，p40 
8）例えば、以下を参照。  
川嶋宗継・市川智史・今村光章『環境教育への招待』，ミネルヴァ書房，2002 
今村光章編，井上有一・塩川哲雄・石川聡子・原田智代『持続可能性に向けての環
境教育』，昭和堂，2005 
朝岡幸彦『新しい環境教育の実践』，高文堂出版，2003 
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害教育実践や全国での公害反対運動が展開された。学校教育においても特に
社会科において「公害学習」が授業に取り上げられるようになった。このこ
とについて朝岡（2003）は「学校の環境学習が、子どもの学習権保障と命と
暮らしを守る、止むに止まれぬ教師の取り組みとして発生した公害教育を源
流としている」と述べている 9）。  
 一方、 1960 年代からの高度経済成長伴う自然破壊を背景に、自然保護や
自然保護教育の重要性が指摘された。1965 年に日本学術会議が内閣府に対
して「自然保護について」の勧告を行い、1970 年には日本生物教育学会も
文部科学大臣に対して「自然保護教育に関する要望書」を提出している。こ
うした動きにあわせて、特に社会教育において自然保護団体などが行ってき
た自然観察会などが発展し、今日の環境学習で広く行われる自然環境を題材
とした実践につながっていくのである。  
 その後、1980 年代に入ると、1988 年の「教育課程審議会答申」10）では、
環境学習を学校教育の重要な課題として位置づけ、各教科や道徳・特別活動
で取り扱うこととなった。また 1991 年には文部省「環境学習指導資料」で
環境学習の定義を示し、環境学習が積極的に実施されるようになった。1990
年には、こうした環境学習を学術的に研究する組織として日本環境教育学会
が設立された。さらに、2002 年より開始された「総合的な学習の時間」で
は、情報、国際理解、福祉・健康と並び環境をテーマにした学習を進めるこ
とが推奨され、多くの学校で実践及び研究が進められた。同じ 2002 年には、
環境保全活動の推進と環境学習の推進を目的として「環境保全のための意欲
の増進及び環境教育の推進に関する法律」（環境保全活動・環境教育推進法）
が成立し、行政や企業は、学校教育はもちろん社会教育における環境学習の
推進に必要な施策を講ずることが求められるようになった。  
 以上のように、公害教育、自然保護教育を源流とした環境学習は、時代を
経るに従い、学校教育、社会教育において広く実践されるようになってきた。
環境学習に関わる歴史を要約して表 1-1 に示す 11）。  
                                                  
9）朝岡幸彦『新しい環境教育の実践』、高文堂出版，200，p32 
10）文部省「教育課程審議会答申」，1998 年 7 月．さらに，1998 年９月には，中央環
境審議会企画政策部会環境学習小委員会による「持続可能な経済社会構築を目指し
た環境学習・環境学習の推進方策について（中間とりまとめ）」が提示された。  
11）以下を参照に筆者が再編した．  
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表 1-1 環境学習に関わる歴史  
年   代  事    項  
1940 年～  植林運動（木材視点と洪水予防のための）  
1945～1955 年  自然保護、自然観察（自然に親しむ運動）  
1955～1965 年  国立公園法設立（水俣病・四日市喘息など公害問題が顕著）  
1965 年～  自然歩道、野鳥の森公園  
1971 年  環境庁発足（公害問題は政治問題）  
1972 年  第 1 回国連人間環境会議（ローマクラブ報告「成長の限界」）  
1973 年  中公審、環境教育を対策に取込む  
1975 年  国際環境教育会議でベオグラード憲章  
1977 年  環境保護意識高揚のための日本環境教育会設立  
 住民参加の星の見える町コンテスト、緑の国勢調査  
1989 年  学習指導要領（文部省）（地域環境問題から地球環境問題へ）  
1990 年  関係学会が環境教育を取り上げはじめる。日本環境教育学会設立  
1992 年  「持続可能な展開」（第 2 回国連人間環境会議）  
1995～1997 年  大学における環境コースの増大（循環型社会が唱えられる）  
2002 年  
 
学校における「総合学習」で環境教育、「京都議定書」（温暖化  
対策）  
2003 年  「環境保全活動・環境教育推進法」施行  
2005 年  エネルギー環境教育学会設立  
2006 年  チームマイナス 6％運動  
 
1.1.3 日本における環境学習の実践  
 日本における環境学習は、先に述べてように公害教育、自然保護教育を源
流としたが、1.1.2 の歴史でも挙げたように、現在は多様な実践が行われて
いる。この実践を、本研究に直接的に関係する初等中等教育を中心に体系的
に整理する。  
                                                                                                                                                            
 横浜国立大学教育人間科学部環境教育研究会『環境教育－基礎と実践－』，共立出
版 ,2007，p4 
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 初等中等教育に焦点を当て、掘（2007）は現在の環境学習の実践を次のよ
うに分類している 12）。  
 
①自然を大切にする（自然、生態系、植物）  
②化学物質について考える  
 ③環境負荷の低減を考える（汚染、省資源・リサイクル、エネルギー） 
 ④周囲の環境への影響を考える  
 ⑤社会と環境対策を考える  
  ⑥世界の中での日本の役割を考える  
⑦地球と人間の関わりを考える  
⑧地球の歴史から現在の環境を考える  
  ⑨文明の発達から環境問題を考える  
 
 具体的なテーマでは、河川の水辺に住む魚や野草等の観察や酸性雨の測定、
廃油を使った石けんづくり、ケナフの栽培など多岐に渡る。このことからも、
今日の環境学習は、実践を重層的に積み重ねてきた結果であることがわかる。 
 では、こうした分類のうち、どのようなテーマが学校教育において多く実
施されているのであろうか。インターネット上の事例や学会の公開論文等の
調査を通じて多くの環境学習事例を収集、体系的に整理したデータベースを
構築し、分野別に実施の割合を示すと、図 1-1 のような割合になる 13）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
12）以下を参照に筆者が再編した。  
横浜国立大学教育人間科学部環境教育研究会『環境教育－基礎と実践－』，共立出
版 ,2007，p203～205 
13）永田研究室環境データベース 2007 による。詳しくは第 2 章を参照のこと。  
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図 1-1 分野別環境学習プログラムの分野別の実践割合  
  
実施割合の高いのは「生態系への影響」であり、学校で実践されている授
業の約 50％に当たる。これは、先に挙げた分類では、①自然を大切にする
（自然、生態系、植物）に該当する。  
 他方、自然体験等の学習が多いということは、児童・生徒が日常の生活を
見直し、環境問題を考えるという活動はあまり行われていないということを
意味する。環境学習の目的として、自然体験や環境問題に対する知識の獲得
だけでなく、日常の生活の中で環境に配慮した行動をとることが求められる
中、単に自然体験だけで終わらない環境学習の開発・実践は大きな課題であ
る。もちろん、発達段階に応じたプログラムを構成する必要はあるが、知識
や体験に終わらず、「行動の変容」を目指すプログラムの開発が重要である
といえる。  
 こうした環境学習の実践は、体系的に行われているのであろうか。学校教
育では、「環境」という教科が存在するわけではないため、環境に関係する
内容を総合学習のなかで扱われる。必然的に教師が教える内容は多岐にわた
り、課題も多い。こうした課題について堀（2007）は「環境学はアプローチ
が多様であり、体系としても確立されているものではないので、教える内容
生態系への影
響
50%
海洋・水
質汚染
13%
廃棄物処理
問題
13%
地球温暖化
6%
エネルギー
枯渇
5%
資源の消費
3%
大気汚染
6%
オゾン層破壊
1% 酸性雨3%
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の幅が広くなり、教師による差も大きくなると考えられる」と指摘し 14）、
現在の環境学習の実践が体系的になされていないことを問題点として挙げ
ている。確かに、環境という概念は多様なアプローチが可能であり、教える
側の力量により、扱う内容や教える方法に差が生じる。こうした状況は、前
述のように自然体験等の学習が多く行われていることからも読み取ること
ができる。  
同様に、環境学習のプログラムについても、教える側の判断・論理で開発
されているというのが現状である。文部科学省も各教科での目標を例示して
いるものの、具体的な教科での環境学習の扱いやプログラムの開発方法につ
いては言及していない。もちろん初期には、多様なアプローチによる実践が
積み重ねられることが重要である。しかしながら、そうした状況がある程度
達成された状況下では、環境学習を体系的に行うために、これまでの環境学
習の例を体系的に整理し概観した上で、実践に繋げることが求められる。さ
らに、環境学習が学校教育だけでなく、社会教育などでも行われていること
を踏まえると、環境学習の体系的整理だけでなく、そうした場面でのプログ
ラムの開発方法などについても検討する必要があろう。  
 
1.1.4 環境学習におけるグリーンコンシューマー育成の必要性  
 上記のように、これまでの環境学習は、自然環境を題材とした実践や環境
問題に関する知識を教える実践が中心であった。例えば、地域の川や森林を
題材として学習をすすめる実践や地球温暖化やエネルギー問題などに関す
る知識を教師が子どもに教えていくという実践である。確かに、地域の自然
などを題材とすることで子どもたちが環境に対して興味を持つことはある
であろうし、ある程度の自然体験や環境問題に対する知識の獲得は必要であ
る。  
しかしながら、環境問題の深刻化の要因として、個人の日常生活が挙げら
れる現在、将来を担う子ども達には自然体験や環境問題に対する知識の獲得
だけでなく、日常の生活の中で環境に配慮した行動をとることが求められる
であろう。  
                                                  
14）横浜国立大学教育人間科学部環境教育研究会『環境教育－基礎と実践－』，共立出
版 ,2007，p203～205 
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 他方、こうした日常の生活の中で環境に配慮した行動をとる消費者のこと
を、「グリーンコンシューマー」と呼ぶことも多くなってきている。グリー
ンコンシューマーとは、John Elkington、Julia Hailes（1988）が、スーパ
ーチェーンでの商品の産地、製品の状況、廃棄物の処理、環境対策などを調
査し、その結果を 5 段階の星で評価したことにより、多くの消費者が環境に
配慮した店舗や商品を選ぶようになっただけでなく、企業経営者の側も環境
問題対策への努力を払うことにもなったことがきっかけで広まった考え方
である 15）。  
日本でも、1991 年に京都市内のスーパーマーケットの環境対策を調査し
た『かいものガイド・この店が環境にいい』 16）が発行されて以降、注目を
集めるようになった。表 1-2 に「ごみ問題市民会議」が掲げられているグリ
ーンコンシューマーの 10 の原則 17）を示す。  
 
表 1-2 グリーンコンシューマーの 10 の原則  
グリーンコンシューマー10 の原則  
①必要なものを必要な量だけ買う  
②使い捨て商品ではなく、長く使えるものを選ぶ  
③包装はないものを最優先し、次に最小限のもの、容器は再使用できるものを選ぶ  
④作るとき、使うとき、捨てるとき、資源とエネルギー消費の少ないものを選ぶ  
⑤化学物質による環境汚染と健康への影響の少ないものを選ぶ  
⑥自然と生物多様性を損なわないものを選ぶ  
⑦近くで生産・製造されたものを選ぶ  
⑧作る人に公正な分配が保証されるものを選ぶ  
⑨リサイクルされたもの、リサイクルシステムのあるものを選ぶ  
⑩環境問題に熱心に取り組み、環境情報を公開しているメーカーや店を選ぶ  
 
 このグリーンコンシューマーの定義については、先に挙げた 10 の原則の
                                                  
15）John Elkington, Julia Hailes『The Green Consumer Guide』Gollancz,1988 
16）  ごみ問題市民会議『かいものガイド・この店が環境にいい』 ,1991 
17）  ごみ問題市民会議『かいものガイド・この店が環境にいい』 ,1991 
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他、従来研究として様々な定義がなされている 18）。その定義をテキストマ
イニングにより分析、分類を行ったところ、グリーンコンシューマーが、「環
境負荷を少なくすること」を主目的としており、特に「商品を選ぶ」ことが
重視されていることが明らかになった。一方で、「使用」や「廃棄」に関す
る定義は少ないことも明らかになった。図 1-2 に、テキストマイニングによ
り分類したグリーンコンシューマーの定義を示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
18）  筆者は以下の論文、書籍を分析した。  
 John Elkington, Julia Hailes『The Green Consumer Guide』Gollancz,1998 
Alice Tepper Marlin『Shopping For a Better World』Ballantine Books、1989 
ごみ問題市民会議『かいものガイド・この店が環境にいい』 ,1991 
グリーンコンシューマーネットワーク『地球にやさしい買い物ガイド』講談社、1994 
山田國廣『エコラベルとグリーンコンシューマーリズム』藤原書店、1995 
近勝彦「グリーンコンシューマリズムと企業の環境に対する社会的責任」小樽商科
大学商學討究 47、1996 
本間都『グリーンコンシューマー入門』北斗出版、1997 
野田朗子「環境配慮型製品のマーケティング戦略」同志社政策科学研究 2、2000 
齋藤實男「情報とグリーンマーケティング」九州産業大学商經論叢 42、2002 
高岡伸行「コンシューマーリズムとグリーンコンシューマーリズム」長崎大学東南
アジア研究年報 44、2002 
長棹香織・赤塚朋子「グリーンコンシューマーを広めるために必要な教育の課題」
宇都宮大学教育学部教育実践総合センター紀要 28、2005 
杉本育生『グリーンコンシューマー』昭和堂、2006 
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図 1-2 テキストマイニングにより分類した「グリーンコンシューマー」の定義   
 
さらに、テキストマイニングで得られた、キーワードを整理し、文章化す
ると以下のようになる。  
 
・「環境に配慮」した「企業」の「商品」や「環境負荷の少ない」「商品」
を「必要な」だけ「選び」「購入」する。  
・「環境負荷の少ない」「使用」、「廃棄」を実行する。  
・「企業」は「情報を公開」し、「消費者」は「企業」に対して「商品」の
使用情報をフィードバックし、「協力」関係を構築をする。  
・「商品」の「選択」、「購入」から「企業」の行動・活動を「変える」。  
  
 分析からは、「使用」や「廃棄」に関する定義が少ないことが明らかにな
ったが、今後、EPR(Extended Producer Responsibility：拡大生産者責任 )
のもとで、商品の提供者側でも環境配慮設計 (Design for Environment：
環境
企業
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資源
エネルギー
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使い方
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消費
配慮
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経済
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選ぶ
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取り組む
変える
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捨てる
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最も
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できる
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DFE)や使用済み製品のリサイクルが強化されるなかで、こうした製品の使
用や廃棄についても、消費者が日常的に配慮しなければならない行動である
ことを踏まえ、グリーンコンシューマーの定義を再考し、以下のように定義
した。  
 
①環境に配慮した企業の商品や環境負荷の少ない商品を必要なだけ選び、
購入する。  
  ②製品の設計、製造、流通、使用、廃棄の過程に関心をもつ。  
③環境負荷を軽減する使用や廃棄を心がける。  
④企業に対して情報の公開や環境配慮設計、リサイクルなどの環境活動を
行うよう働きかけるとともに、他の消費者に環境製品の購入や環境配慮
行動の実施を働きかける。   
 
こうした言わば「消費者教育の視点」については、文部科学省も環境教育
指導資料（1995）19）の中で、「環境教育は、消費者教育の視点も併せもつも
のである。日常生活は、様々な商品を消費することで成り立っている。それ
らの商品は、生産、流通、消費という課程を経て廃棄されており、それらの
各課程において不要物や汚染物を出して、環境に負荷を与えている。（中略）
消費者には環境にやさしい生活様式に根ざした商品選択や意識決定能力を
育成していくことが必要である」と述べており、単に環境に対する知識を身
につけるだけでなく、消費者として環境負荷の軽減に取り組む必要性を指摘
している。  
環境学習の目的として、自然体験や環境問題に対する知識の獲得だけでな
く、日常の生活の中で環境に配慮した行動をとることが求められる現在、初
等教育の段階から、環境によい製品を購入し、さらにその製品を適切に使用
するといった具体的行動ができるグリーンコンシューマーを育成すること
は重要である。  
 
                                                  
19）  当時の文部省から発行された環境教育指導資料の事例編。  
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1.1.5 日本における環境学習の評価  
 わが国における環境学習の「評価」について概観するとともに、そのため
の手法等に関して検討する。  
  ここでの「評価」では、学習効果の評価だけでなく、その前段のカリキ
ュラムや授業内容のデザイン（構成）の評価も取り上げる。天野（2006）の
以下の定義によれば 20）、①が学習効果の評価、②が授業のデザインの評価
ということになる。  
 
 ①児童生徒の成長・発達を促すという教育目標にかかわるもので、身
体・健康状態、学習レディネス、興味・意欲、学力や性格や行動様式
の実態と変容  
  ②教育目標を達成するのに直接かかわる学校カリキュラム、教科書や教
材、授業をはじめとする教育活動、教師の資質や能力。  
 
まず、①の学習効果の評価という側面から概観する。  
これまで、環境学習では、その目的が達成されたかどうかについては、主
にアンケートやテストが用いられ、それによって児童の意識や知識の変容が
評価されてきた。例えば、「環境問題について興味・関心が高まりましたか？」、
「水辺に住む生き物の様子がわかりました？」といった問いである。こうし
た評価は、カークパトリックの四段階評価 21）の観点から考えると、下位か
ら 2 番目の「学習の評価（獲得された知識やスキル）」に相当する。図 1-3
にカークパトリックの四段階評価を示す。  
 
 
 
 
 
 
                                                  
20）  辰野千壽，石田恒好，北尾倫彦『教育評価辞典』，図書文化社，2006 p21 
21）  カークパトリックの評価については以下を参照．  
  Kirkpatric,D.L「Evaluating Training Programs-The Leves」Brett-koehler 
SanFrancisco,1998 
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図 1-3 カークパトリックの四段階評価  
 
しかし、環境学習において、主体的に行動し、参加する力を身につける児
童を育成することが重要な目的とされていることを踏まえると、児童の長期
的な行動の変容を定量的に評価する必要がある。カークパトリックの四段階
評価で言えば、「行動の評価（実際の行動の変容）」である。もちろん、目指
すべきは「結果の評価（社会や組織の評価）」であるが、児童への学習効果
が社会や組織を変えるまでには時間が掛かる。初等教育における学習の効果
と考えた場合、「行動の評価（実際の行動の変容）」までが適切であろう。  
行動変容の評価については、アンケートを用いた調査も行われている（早
渕、2008） 22）。しかし、質問紙を用いたアンケートでは、対象者の人数や
実施の回数の増加によって教員の作業量が増加し、忌避される可能性も高い。
児童の長期的な行動の変容を評価するためには、定量的でかつ教員も簡便に
対応できる評価手法が求められる。  
 一方、②のカリキュラムや授業内容のデザインの評価という側面について
は、環境学習に限らず、教育方法学や教育工学などで研究が行われている 23）。
                                                  
22 ）早渕百合子『環境教育の波及効果』，ナカニシヤ出版，2008 
23 ）例えば，インストラクショナルデザインなどが挙げられる．詳しくは以下を参照．  
 Robert M. Gagne, John M. Keller, Katharine C. Golas, Walter W. Wager
「Principles Of Instructional Design」 ,Wadsworth Pub Co,2004 
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こうした研究では、授業のデザインについて、授業実施者、学習者の相互評
価や第三者の評価に基づき、授業を教育内容、教材、教授行為、学習環境の
視点から評価する必要があるとされている。環境学習についても、授業実施
者が授業をふりかえり、授業のデザインを評価することは多い。ただし、こ
の場合の評価には、教員自身の環境学習の実践経験に大きく依存することに
なり、経験の浅い実践初心者では、充分な評価を行うことが難しいものとな
る。こうした実践初心者が、どのようにしたらカリキュラムや授業内容のデ
ザインの評価を効果的・効率的に行えるかという点は、今日的課題として挙
げられる。  
 
1.1.6 環境学習に関する海外動向  
１）欧米諸国における環境学習プログラムと推進体制 
 以上でわが国の環境学習の歴史や動向を述べてきたが、今後の展開には海
外動向を知ることは重要である。  
欧米諸国が学校教育において、環境学習をどのように位置づけているかを、
スウェーデン、アメリカ合衆国の事例で見ておくことにする 24）。まず国別
に、環境学習に積極的に取り組むに至った歴史、関連する法律などを整理す
る。各国の憲法や教育関連法には、表現方法は様々であるが、環境学習の推
進に関する規定が盛り込まれている。これらの法律では、「環境学習」とい
う用語は使用されていないが、「生態系への理解」、「人間と自然との相互作
用の認識」などと表現するとともに、環境学習を受けたものに対しては、民
主主義社会に則り、環境問題の解決に向けて、社会的な行動をとるように求
めている記述がなされている。  
 
２）スウェーデンにおける環境学習プログラムと推進体制 
 スウェーデンをはじめとする北欧諸国は、森や湖など美しい自然に恵まれ、
古くからこうした自然とふれあうことが根付いており、自然享受権が基本的
人権として法的にも確立している。ところが北欧諸国では、1960 年代頃か
ら酸性雨が深刻な問題となり、酸性雨によって美しい森は枯れ、湖は魚の住
                                                  
24）以下を参照した．  
佐島群巳・中山和彦『世界の環境教育』国土社、1993 
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めない死の湖となる経験をもった。特にスウェーデンは、酸性沈着物による
自然生態系への被害が初めて記録された国であり、これを受けて早くも
1967 年に環境保護庁を設置している。1970 年代にはいると、教育の分野で
も「環境」という概念が確立する。ここでいう環境とは、人間と自然の関係
を指し、スウェーデンで「環境を教える」といえば、人間が自然にどのよう
な影響を与えるかを教えることを意味する。さらに 1972 年、国連人間環境
会議が、スウェーデンの首都ストックホルム市で開催され、このことがきっ
かけとなって環境学習が一層推進されることになった。1986 年には、チェ
ルノブイリ原発事故を経験したこともあり、スウェーデンでは環境問題の解
決に向けて環境学習が積極的に進められている 23）。スウェーデンにおける
環境学習の歴史を表 1-3 に示す。  
 
表 1-3 スウェーデンにおける環境学習の歴史  
年   代  事    項  
1968 年  学校庁は、「学校における環境学習委員会」を発足させ、学校教育に
おいて本格的な環境学習を始める。   
1970 年  環境学習を義務教育のカリキュラムに取り入れる。   
1972 年  ストックホルム市で開催された国連人間環境会議がきっかけとな
り、環境学習がさらに推進される。  
1985 年  教育法の中で、教員だけではなく学校で働くすべての人は、個人と
環境の価値を尊重することを奨励しなければならないことが明記さ
れる。  
1993 年  学校法が改正され、義務教育全科目の中で環境学習が行われること
になる。  
1994 年  国の定める教育課程の中で、すべての科目に環境学習がどのように
扱われれるべきかが明記される。  
 
                                                  
23）学校法第 2 条には，次のように示されている． 
「教員は，すべての人間はお互いの固有価値を尊重し，私たちの共通の環境を大切
にすることを生徒に教えなければならない」 
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スウェーデンの教育科学省では、ナショナルカリキュラム (シラバス )と学
科計画を作成している。このナショナルカリキュラムや学科計画を見ると、
スウェーデンの学校教育では、各教科の中で環境学習を実施することとして
いる。ここでは、教育科学省が作成したナショナルカリキュラムのうち環境
学習に関わる部分を以下に示す。  
 
【ナショナルカリキュラム】  
すべての科目の授業では、生徒たちに全体像を把握させることが重要
である。環境保全については、生徒たちが直接影響を与えている環境に
対して責任を持つと同時に、地球的なあるいは総体的な環境問題につい
て自分の意見を持つように指導することが大切である。授業では、社会
を調和のとれた形で持続的に発展させるために、社会の機能と私たちの
生活と労働を、どのようにお互いに調整すればよいかを理解させなけれ
ばならない。  
 
 一方、中等教育以下の段階の教育のすべては、市町村が直接管轄している。
市町村では国が定める法令や指針などに従って、市町村独自のスクールプラ
ンを策定する。学校はこのスクールプランを受けて学校独自のローカルプラ
ン (授業計画 )を作成する。ストックホルム市のスクールプランでは、すべて
の学校が、個々に学校独自のアジェンダ 21(環境行動計画 )を作ることを定め
ている。これは、1992 年にブラジルで開催された国連会議である「環境と
開発に関する国連会議 (地球サミット )」で採択された「環境と開発に関すリ
オ宣言」と環境保全のための具体的行動計画である「アジェンダ 21」を取
り入れたものである。学校アジェンダ 21 とは、児童が一定の時間、共同生
活を送っている学校もひとつの社会として捉え、計画を立て環境に付加を与
えないように行動していくというものである。児童も学校という社会の構成
員の一人として、責任を持って行動していくことが求められ、環境学習のひ
とつの有効な手法として、さらに国際社会の一員として国際的義務を果たす
経験をするという意味も持っている。  
 「学校アジェンダ 21」には、学校内での実際の消費活動を省みて、どこ
を改善できるかを具体的に挙げている。また各教科内では、どの科目に重点
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を置いて環境学習を進めていくかも示されている。それぞれの目標には、責
任者や評価者も決められており、実効性の高いものとなっている。図 1-4 に
スウェーデン・ストックホルム市における環境学習の推進体制を示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-4 ストックホルムにおける環境学習の推進体制  
 
３）アメリカ合衆国における環境学習プログラムと推進体制  
 アメリカにおける環境学習の目的は、1970 年に成立した全米環境学習法
に「環境学習とは、人間をとりまく自然及び人為的環境と人間との関係を取
り上げ、その中で、人口、汚染、資源の配分と枯渇、自然保護、運輸、技術、
都市や田舎の開発計画などが、人間環境に対してどのような関わりを持つか
を理解させるためのプロセスである」と明記されている。こうした法律では、
単に環境学習における理念法でなく、今後、環境学習をどのように推進して
いくかと行った具体的な計画などが盛り込まれている。  
一方、アメリカの教育システムでは、連邦省庁が通常は、地域の学校の政
策や教育カリキュラムの策定には関与しない。教育に関する権限は、州やさ
らに小単位の学校区に委ねられている。教育カリキュラムなどに関しては、
州あるいは学校区ごとにガイドラインが作成されるが、それも法的拘束力を
持つものではない。アメリカでは、授業内容や教科書・教材の選定も含め、
現場の教員の裁量が大きい。アメリカ合衆国のウィスコンシン州における環
境学習の歴史を表 1-4 に示す。  
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表 1-4 アメリカウィスコンシン州における環境学習の歴史  
年   代  事    項  
1800 年代後半 アメリカ合衆国で自然学習や野外学主が行われる。  
1935 年  ウィスコンシン州が、全米で初めて、観光保全に関する教育を子
どもたちに行うよう議決。  
1970 年  全米環境学習法が制定される（1982 年廃止）  
1983 年  ウィスコンシン州が、小学校および農業、科学、社会の教員の資
格を取得する試験で環境学習を必修にする。  
1985 年  ウィスコンシン州が、週内の全学校区に対してカリキュラムプラ
ンを作成する際には環境学習を含めることを義務づける。  
1989 年  ウィスコンシン州では、州内に環境学習委員会を設置すること、
環境学習プログラムに対して助成金を交付することと、州立ウィ
スコンシン大学スティーブンポイント校に環境学習を目的とした
センターを設置することを定めた法律を制定する。  
1990 年  全米環境学習法（現行法）が制定される。  
 
 ウィスコンシン州では、1989 年に環境学習を支援するために州内に環境
学習委員会を創設すること、環境学習に対して助成金を交付すること、州立
ウィスコンシン大学スティーブンスポイント校に環境学習センターを設立
することを定めた法律を制定した。環境学習センターは、初等中等教育の教
員、児童のための環境学習プログラムの開発、普及、実施および評価を支援
するための施設である。  
 他方、連邦レベルでは 1990 年に全米環境学習法が定められ、環境保護庁
（EPA）がリーダーシップをとって環境学習を推進していくことが定められ
た。この法律の目的は、内容面では環境に関する国民の理解を深めるととも
に環境学習と指導者のトレーニングを進め、また政策面では、すべての州に
おいて環境学習のプログラムを確立させ、実施を支援することである。具体
的には、環境保護庁内に環境学習課を設けて、環境学習と指導者の研修の場
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の設立と運営のために、高等教育機関、環境 NGO またはこのような機関の
助成金や協力契約を、組合に授与する役割を持たせた。同様に、民間が環境
学習に対して資金提供を行うことを促進し、また、環境学習と指導者の研修
を世界的に推し進め、環境意識の向上を図るために、全米環境学習研修基金
を設立するなど、アメリカ合衆国の場合、学校教育機関以外の NGO や民間
が積極的に環境学習推進に携わっている。   
 以上、主にスウェーデン、アメリカ合衆国の事例を中心に海外の動向を概
観した。環境学習に限らず、海外の教育システムと日本の教育システムには
違いが大きいものの、特に環境学習の普及という面においては、海外の環境
学習の推進方法は示唆に富んでいる。  
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1.2 本研究の目的  
本研究では、社会教育及び初等中等教育において、環境学習を体系的に整
理するとともに、環境に配慮した行動を促進できるグリーンコンシューマー
の育成を目指した環境学習のプログラムの開発・実践とその評価手法の開発
を行うこと目的とする。  
 まず、環境学習の体系的整理ついては、現在、多様な環境学習プログラム
が全国的に実施されており、その事例は書籍やインターネットなどで多数紹
介されているものの、それらの体系的な整理はなされていない。そこで、環
境学習プログラムを効率よく実施し評価方法を確立するために、数多くある
事例を調査することで体系的整理を行い、環境学習プログラムのデータベー
スを構築する。  
 次に、環境学習プログラムの開発については、予め応募者を募り一定時間
を区切り実施するイベント型と、自由に往来する人が興味を持ったら参加す
るブース型、さらに小学校等の団体に出前教室を行うスクール型の 3 つの実
施形式に合わせた環境学習プログラム開発の手法を検討する。また、環境学
習プログラムの開発だけでなく、プログラムで用いるための教具についても
開発を行い、その開発手法を検討する。  
 最後に、評価については、プログラムのデザインの評価と学習効果の評価
の 2 つに分けて検討する。まず、プログラムデザインの評価については、実
践初心者のための授業構成の評価という点に重点を置き、環境学習プログラ
ムデザインの評価を行うシステムの開発を行う。また、学習効果の評価につ
いては、従来のアンケートやテストを用いた子どもたちの意識や知識の変容
を評価する方法ではなく、環境学習プログラムの成果を、子どもたちの長期
的な環境配慮行動の変容という視点で定量的に評価するシステムの開発を
行う。図 1-5 に研究目的を示す。  
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図 1-5 研究目的  
 
以下に、これまで述べた個別の研究項目の目的を記す。  
1）環境学習プログラムを体系的に整理し、データベースを構築する。  
さらに、作成したデータベースをもとに、特に実践初心者を対象に活用
を検討し、実践初心者向けのデータベースの活用方法を提案する。  
 2）環境学習プログラムの開発及びプログラムで用いるための教具の開発  
を行う。さらに開発の手法についても検討を行う。  
 3）環境学習の評価を、プログラムのデザインの評価と学習効果の評価の
2 つに分けて検討する。プログラムのデザインの評価については、実践
初心者のためのデザインの評価という点に重点を置きシステムの開発
を行う。学習効果の評価については、子どもたちの環境配慮行動の変容
という視点で定量的に評価するシステムの開発を行う。  
 4）開発したプログラム及び教具を用い、社会教育、初等中等教育におい
て実践し、その成果を定量的に評価する。  
 
 
 
環境学習プログラム及び
教具の開発
開発
プログラムのデザイン及び
学習効果の評価手法の開発
活用
データベースの構築学習プログラムDB 学習教具DB 
活用方法の提案DBの分析
評価
環境配慮行動を実践できるグリーンコンシューマーの育成
学校教育・社会教育における各実施形式での実践・包括的評価
実践
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1.3 本研究の構成  
本論文は、6 章から構成されている。  
第 1 章では、本研究の背景や目的を明らかにする。わが国における環境学
習のこれまでの経緯、現状等を概観するとともに、海外での環境学習に関す
る動向について述べる。  
第 2 章では、環境学習プログラムと教具に関するデータベースの構築なら
びにその活用開発について述べる。現在、多様な環境学習プログラムが全国
的に実施されており、その事例は書籍やインターネットなどで多数紹介され
ているものの、それらの体系的な整理はなされていない。ここではとくにグ
リーンコンシューマーの育成を目的にした環境学習の実践例ならびにそこ
で活用されている教具を体系的に整理し、データベースを構築する。さらに、
実践初心者が環境学習プログラムを開発する際の手助けとなるようにデー
タベースの活用方法を検討・提案し、その有効性を検証する。  
 第 3 章では、環境学習プログラムの開発方法とその実践における評価に
ついて述べる。ブース型、イベント型、スクール型の 3 つの実施形式に合わ
せた環境学習プログラム開発の手法を検討する。また、各実施形式で用いる
ためのボードゲーム型教具「エコライフゲーム（ELG）」及び「プロダクト
ライフゲーム（PLG）」の開発を行い、その開発手法を検討する。  
 第 4 章では、環境学習の評価について述べる。評価は、プログラムのデ
ザインの評価と学習効果の評価の 2 つに分け、デザインの評価については、
実践初心者という点に重点を置きシステムの開発を行う。また、学習効果の
評価については、従来のアンケートやテストを用いた子どもたちの意識や知
識の変容を評価する方法のみでなく、環境学習プログラムの成果を、児童の
長期的な環境配慮行動の変容という視点で定量的に評価するシステムであ
る「エコチェック」の開発・高度化を行う。  
第 5 章では、開発したプログラムを用い、初等中等教育や社会教育おいて
実践し、その成果を定量的に評価する。特にスクール型プログラムにおいて
は、定量的評価システム「エコチェック」を用いて、長期的な環境配慮行動
の変容を評価し、その有効性を示す。  
第 6 章では、本論文のまとめとして、本研究で得られた成果を要約すると
ともに、今後の研究展望について述べる。
25 
 
 
25 
 
 
 
 
 
第２章 
 
 
 
環境学習データベースの構築とその活用 
 
 
 
 
 
26 
第 2 章 環境学習データベースの構築とその活用  
2.1 目的と従来研究  
 現在、多様な環境学習プログラムが全国的に実施されており、その事例は
書籍やインターネットなどで多数紹介されている。しかしながら、これらの
環境学習プログラムは個々の団体が独自の考えや方式で行っており、その公
表も断片的であって体系的なデータとして活用される状況になっていない。
また明確な分類方法や体系化手法も確立していないために、教育対象、教育
方法や評価方法などが曖昧なまま実施され、実践、反省そして企画・計画へ
のフィードバックという、改善の循環がうまく機能していない状況にある。   
特に学校教育をみると、「環境」という教科が存在するわけではないため、
その授業でも内容や形態がさまざまであり、試行錯誤の中で実施されている
のが現状である。このことについて、堀（2007）は「環境教育の現状として、
教師の側からは『環境教育が系統的でない』」、一方、子どもにとっては『環
境学習で入ってくる知識が断片的である』という問題がある」と述べ、教え
るべき内容が整理されてないことや実践事例を整理する必要性を指摘して
いる 1）。  
 こうした点を踏まえ、環境学習プログラムを効率よく開発・実践するため
には、数多くある事例を調査し、体系的整理を行うことが必要であると考え
る。さらに、環境学習では教育内容を教える際の補助となる「教具」が用い
られることが多いことから、単に事例のみを体系的に整理するだけでなく、
そこで用いられる教具についても体系的整理が必要であると考えられる。  
一方、児童向けの環境学習は学校教育だけでなく、様々なところで実施さ
れている。例えば、環境学習施設や NPO、企業なども児童向けの環境学習
を実施するなど、学校外での取り組みが広がりを見せている 2）。しかし、こ
うした環境学習に携わる人々は必ずしも教員養成課程で学んでいるわけで
                                                  
1）横浜国立大学教育人間科学部環境教育研究会『環境教育－基礎と実践－』，共立出
版 ,2007，p91 
2）例えば、以下を参照。  
佐島群巳・小沢紀美子『生涯学習としての環境教育』国土社、1992 
日本環境教育フォーラム『日本型環境教育の提案』小学館、2000 
エコ・コミュニケーションセンター編『ファシリテーター入門』，柘植書房新社，
2002  
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はなく、また児童を対象に授業を行った経験の少ない人々も多い。このこと
について藤村（1995）は、「環境を専門とする人たちが環境学習の分野にも
進出して、学習会の講師などをやるケースもよく見られますが、この人たち
の中には教育についての経験の全くない人もいます。そのため、教育・学習
の主体が誰なのかを見失って、自分の価値観を押しつけたり、学習の目的や
プロセス、学習者の目的やプロセス、学習者の発達段階を考えずに指導する
など、教育・学習の目的を逸脱した行為が見受けられる場合もあります」と
述べ、教育経験の少ない指導者による環境学習の実施の難しさを指摘してい
る 3）。  
筆者らは、環境については知識があるものの教育についての経験のない、
言わば「実践初心者」を対象にアンケート調査を実施したところ、95。6%
が「環境学習のプログラムの開発や実施に不安がある」と回答をしている 4）。
学校外での取り組みが広がっている現状を踏まえると、こうした「実践初心
者」に対して、どのように環境学習のプログラム開発や実施を支援していく
かは、大きな課題である。  
 他方、こうした環境学習の支援の一例として、環境学習の実践事例をまと
めた「環境学習データベース」の開発・公開も進められている。こうしたデ
ータースは、各地の環境学習センターなどでも開発・公開が行われているが
5）、代表的な事例として、環境省・文部科学省の「ECO 学習ライブラリー」
6）や宮城教育大学の「環境教育実践事例データベース」7）などが挙げられる。  
筆者らが実践初心者を対象に、「プログラムを開発する際に参考とするメ
ディア媒体」に関して調査したところ、91.3%が「インターネット上の情報
を参照した」と回答している 8）。こうした面からもインターネット上のデー
タベースは大きな支援ツールであり、データベースを用いることで、先行実
践事例が参照でき、プログラム開発の支援が可能となると予想される。  
                                                  
3）藤村コノヱ『環境学習実践マニュアル』，国土社，1995，p126 
4）筆者は，早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科の学生及び，理工学部機械工学
科の学生 23 名に対してアンケートを実施した。  
5）例えば，滋賀県環境学習支援センターなどが挙げられる．詳しくは次の HP を参照．   
http://www.ecoloshiga.jp/ 
6）詳しくは次の HP を参照．http://dbee.miyakyo-u.ac.jp/new/top.html 
7）詳しくは次の HP を参照．http://dbee.miyakyo-u.ac.jp/new/top.html 
8 ）筆者らは，早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科の学生及び，理工学部機械
工学科の学生 23 名に対してアンケートを実施した。  
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しかし、こうしたデータベースは、主に学校の教員向けにつくられている
場合が多く、ある程度教えることについての知識がないと、読み解くことが
難しい場合がほとんどである。例えば、実践事例の表示でも、教員であれば、
授業のねらいや授業案があれば、現に体験している他の授業から推論で十分
に理解し、実践できるのに対し、実践初心者にとっては、授業内容がイメー
ジし難く、実践では混乱を招くことも多い。また、WEB のユーザーインタ
フェースについても、TOP ページに調べ方や資料が多数表示されている場
合が多く、イラストなども使われていないため、実践初心者からは、「どこ
から調べてよいかわからない」という声もある 9）。学校外での取り組みが広
がっている現状を踏まえると、教員や環境学習の経験のある指導者だけでな
く、実践初心者にも使いやすい環境学習データベースの開発が必要である。 
以上のような状況を踏まえ、本章では、環境学習のプログラムを体系的に
まとめた環境学習プログラムデータベース及び環境学習で使用した教具を
体系的にまとめた教具データベースを構築するとともに、実践初心者のため
の環境学習データベースを開発し、その評価を行うことを目的とする。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
9 ）筆者らは，早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科の学生及び，理工学部機械
工学科の学生 23 名に対してアンケートを実施した。  
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2.2 学習プログラムデータベースの構築   
2.2.1 学習プログラムデータベースのフォーマットの検討  
 
環境学習プログラムを体系的に整理するにあたり、環境学習プログラムの
実施形式を大きく 3 つに分けた。概要を表 2-1 に示す。  
 
 表 2-1 イベント型・ブース型・スクール型の定義 
形式  イベント型  ブース型  スクール型  
参加形態  予 め 応 募 者 を つ の
り、一定時間を区切
り実施するもの。  
自由に往来する人が興味
を持ったら参加するもの。 
小学校等へ出前授業を
行うもの。  
適用時間  1～3 時間  5～30 分  45 分・50 分×5～10 回  
参加人数  数名～20 名  不確定  30 名～40 名  
具体例  理工・本庄ユニラブ  かつしか環境・緑化フェア  総合的な学習の時間  
 
予め応募者を募り、一定時間を区切り実施するイベント型、自由に往来す
る人が興味を持ったら参加するブース型及び小学校等の団体に出前教室を
行うスクール型である。この 3 つの形式それぞれについて、学習プログラム
の開発を行うこととする。それぞれ参加者の概略の拘束時間、参加人数の設
定、一度に対応可能な人数等の概要を表 2-1 に示しておく。  
構築したデータベースの基本的なフォーマットを図 2-1 に示す。環境学習
プログラムを「プログラムの概要」、「プログラムの内容」、「プログラムの評
価」３つの領域に分け、整理を行った。以下に概要を示す。  
 「プログラムの概要」では、当該環境プログラムの基本的情報として７項
目を設定している。各項目内の事項については、口述するが、これによって、
どの団体が何の目標を持ち、何人で、どのくらいのコストで、どのくらいの
期間を掛け作成し、どの方法で参加者を集めたかが解るようにした。また、
主な学習目標対に加え、付随的な効果を狙っている場合には、それも表示し
た。  
 「プログラムの内容」では、プログラム実施時の内容情報として７項目を
取り上げた。これによって、どのような目的で、誰を対象に、どの形式で、
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どのくらいの実施期間で、どの手法を用い、どこで実施したかが解る。  
 「プログラムの評価」ではプログラムの企画等に関する評価を得るための
３項目を設定している。これによって誰が、どの時期に、どの方法で評価を
行ったかが解るようにした。  
全体の環境学習プログラムデータベースのフォーマットは、図の 2-1 のよ
うに表される。  
 
図 2-1 環境学習プログラムデータベースのフォーマット  
 
まず、プログラムの概要は、主に制作時の基本情報を項目として設定して
いる。誰によってプログラムが実施されたかを「実施者」とする。次に作成
するプログラムが主に何の目的で実施されたのか、主な目的のほかに付随す
る目的をそれぞれ「主目標」「副目標」とする。制作時の情報として、「制作
者の人数」、「コスト」、「作成期間」を設け、実施した際にどのようにして対
象者を集めたかを「募集方法」とし、以上 7 項目を設定した。各項目内の事
項の一覧を表 2-2 に示す。  
 
事項数
プログラムの概要 プログラムの内容 プログラムの評価
実施者
主目標
副目標
場所
コスト
作成期間
募集方法
「NPO法人」「企業」等
8事項
4事項
6事項
7事項
7事項
4事項
「具体的な行動の誘発」
「意識の醸成」等
「インターネット」「紙面」等
目的
事項数
9事項
17事項
3事項
17事項
10事項
12事項
対象
実施形式
実施期間
手法
重点項目
「エネルギー枯渇」
「地球温暖化」等
「イベント型」「ブース型」等
「体験」「観察」等
評価者
事項数
2事項
3事項
6事項
タイミング
方法
「実施者」「参加者」
「実施前」「実施中」「実施後」
「アンケート」
「チェックリスト」等
「教室」「森」等
14事項
作成者の人数 7事項
「知名度向上
「研究成果の取得」等 「10～30分」「1日」「1学期」等
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表 2-2 プログラムの概要における項目と事項の一覧  
 
 次に、プログラムの内容は、環境学習プログラムを実施することでどの環
境問題の解決を目指すのかを決める。これを「目的」とする。次に実施する
「対象」を設定する。ここで、児童向け環境学習プログラムを開発、実施す
るために小、中学生の設定を細かくした。プラムの流れを「実施形式」と「実
施期間」とし、具体的な内容としてプログラムに用いた「手法」と「場所」
を設けた。昨年度の成果より環境学習プログラムの制作、実施において配慮
すべき「重点項目」を 12 事項設け、以上 7 項目を設定した。  
データベース拡充のために事例を収集したところ、スクール型のプログラ
ムにおいて在学中を通したプログラムが見受けられた。よって実施機関の事
項に新たに「1～3 年」と「3～6 年」を加えた。場所の事項においても収集
した事例に多かった「学校周辺」を新たに加えた。各項目の詳しい事項の一
覧を表 2-3 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ステップ
項目 実施者 主目標 副目標 製作者の人数 コスト 作成期間 募集方法
NPO 知名度向上 1人 0 1日 インターネット
学校 美化活動 2～5人 0～1万円 2～7日
自治体 意識の醸成 業界紹介 5～10人 1万円～5万円 1ヶ月
企業 地域振興 10～20人 5万円～10万円 1学期
NGO 福祉貢献 20～50人 10万円～50万円 半年
研究機関 50～100人 50万円～100万円 1年
その他 それ以上 それ以上 それ以上
口頭
紙面
プログラムの概要
事項
正しい知識の
取得
具体的な
行動の誘発
教育者の育成
研究成果の
取得 その他
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最後に、プログラムの評価では実施したプログラムを評価し、フィードバ
ックすることでプログラムの質の湖上を狙う。まず誰が主体となって評価を
するかとして「評価者」、次にプログラムのどの「タイミング」で行うか、
そしてその「方法」。以上の３項目を設定した。構築した環境学習データベ
ースを図 2-2 に示す。  
 
  図 2-2 環境学習データベースの一部 
ステップ
項目 目的 対象 実施形式 実施機関 手法 場所 重点項目
エネルギー枯渇 小学生未満 5分以内 体験 教室 ゲーム
小学校1年生 5～10分 観察 施設
小学校2年生 10～30分 講義 公園
小学校3年生 は 農場
小学校4年生 1～2時間 動物園
小学校5年生 2～4時間 森
小学校6年生 4～6時間 島
小学校1～2年生 半日 海 実演
小学校3～4年生 1日 川 身近
小学校5～6年生 2～7日 池 焦点
小学生 1ヶ月 調査
小･中学生 1学期 応用
中学生 半年 時間
高校生 1年
大学生 1～3年
それ以上 3～6年
全年齢層 それ以上 その他 配布物
リハ
討論
調査
制作
学校周辺
町
工場
創作
反省
評価
見学
地球温暖化 イベント型
ブース型
スクール型
視覚
手作業
事項
生態系への影響
廃棄物処理問題
海洋･水質調査
大気汚染
資源の消費
酸性雨
オゾン層破壊
プログラムの内容
両立
表 2-3 プログラムの内容における項目と事項の一覧  
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これらのフォーマットに従い、環境学習データベースでは、早稲田大学永
田研究室が所有する事例に加えインターネット上から事例収集を行い、238
の事例を掲載した。  
 
2.2.2 構築した DB の解析  
実施形態の割合を図 2-3 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実施の形態については、学校教育などで行われているスクール型が 60％、
環境施設や団体が子どもたちを招いて行なわれているイベント型が 37％、
環境イベント等で行われているブース型が 3％であった。こうしたことから、
環境学習が、学校教育だけでなく、社会教育全般で実施されているというこ
とが伺える。また、スクール型においても、単に教員が中心となり環境学習
を行うだけでなく、企業や環境団体が中心となり実施しているケースも多く
みられた。これらを踏まえると、学校教育における環境学習のプログラム開
発はもちろん、社会教育においてもプログラムの開発を進める必要があると
言える。さらにプログラムの開発だけでなく、教員や企業、環境団体などが
環境学習の実施を行う際の支援についても検討を行う必要があると言える。 
次に、分野別環境学習プログラムの実践割合を図 2-4 に示す。  
 
 
スクール型
60%
イベント型
37%
ブース型
3%
図 2-3 実施形態の割合 
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図 2-4 分野別環境学習プログラムの実践割合  
 
分野別で環境学習の実施割合を比較すると、生態系への影響が 49％、海
洋・水質汚染が 13％、廃棄物処理問題が 13％、地球温暖化、大気汚染が 6％、
エネルギー枯渇が 5％、資源の消費が 4％となっている。生態系への影響と
は、主に自然体験を中心とした学習プログラムであり、全体の半分を占める。 
一方、例えば省エネなど日常の環境配慮行動につながる学習プログラムに
ついては、地球温暖化が 6％、エネルギー枯渇が 5％と、地球温暖化とエネ
ルギー枯渇を合わせても全体の１割程度である。こうしたことから、自然体
験だけで終わらない環境学習の開発環境に配慮した行動を促進させること
を目指した環境学習のプログラムの開発・実践の必要性が伺える。  
 
 
生態系への影響
50%
海洋・水質汚染
13%
廃棄物処理問題
13%
地球温暖化
6%
エネルギー枯渇
5%
資源の消費
3%
大気汚染
6%
オゾン層破壊
1% 酸性雨3%
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2.3 教具データベースの構築  
2.3.1 教具データベースのフォーマットの検討  
 次に、環境学習プログラムを実施する際に使用される教具についてのデー
タベース構築について述べる。教具は、環境学習プログラムを実施する上で
多く使用されているものの、教具に関して体系的に整理している例はあまり
見られず、プログラムデータベースとあわせ、教具に関してもデータベース
構築の必要性がある。そこで、教具の体系的整理、プログラム実践者への教
具情報提供を目的に、データベースの構築を行った。データベースは「基本
情報」、「内容」の２項目で構成される。体系的整理と利用者のユーザビリテ
ィを考えフォーマットを検討した結果、教具情報を「基本情報」「内容」の
２項目に分類した。図 2-5 にフォーマットの詳細を示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基本情報は、ユーザーが教具を利用する際に重要となる情報を記載し、「名
称」「概要」「利用情報」「利用料」「製作者」「問い合わせ先情報」「説明資料」
「写真・イメージ」「活用プログラム」の８項目で構成される。利用情報に
て、有料か無料かなどの提供形態を、有料の場合は利用料に料金を記載する。
また、説明資料やマニュアルなどがある場合は説明資料項目に添付やリンク
などの形で載せる。そして、活用プログラムは、その教具を使用したプログ
図 2-5 教具データベースのフォーマット 
対応人数／個
ジャンル
テーマ
対象者
所要時間
教具の内容
１４事項
５事項
９事項
５事項
９事項
問合せ先情報
説明資料
製作者
活用プログラム
教具の基本情報
名称
概要
利用情報
写真・イメージ
◇
◇
５事項
８事項
◇
４事項
２事項
３事項
利用料 ◇
◇：記述式入力
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ラム例についてであり、データベースに登録済みの場合はプログラムナンバ
ーを、未登録の場合はここから登録出来るようにし、プログラムデータベー
スとの連携を図った。基本情報の項目と事項について表 2-4 にまとめて示す。 
 
 
項目  入力方法  事項  
目的（テー
マ）  
チェックリ
スト  
生態系への影
響  生物の多様性  水質汚染  
廃棄物処理
問題  
大気汚染  地球温暖化  エネルギー枯
渇  
新エネルギ
ー  
食資源問題  酸性雨  森林減少  オゾン層破
壊  
その他   
ジャンル  プルダウン  製作実験  製作  実験  体験  
ゲーム  講義   
対象者  プルダウン  
小学生未満  小学校低学年  小学校高学年  小・中学生  
中学生  高校生  大学生  それ以上  
全年齢対応   
対象者人数  プルダウン  1 人  2 人  3～5 人  6～10 人  11 人以上   
標準  
所要時間  プルダウン  
1 分未満  1～5 分  6～10 分  11～15 分  
16～30 分  31～45 分  46～60 分  61～90 分  
91 分以上   
 
 内容は、教具の具体的な性質に関して、「テーマ」「ジャンル」「対象者」「対
応人数 /個」「標準所要時間」の５項目である。テーマはどの様な環境問題に
ついて学習するための教具なのかということについで、事項はプログラムデ
ータベースと同様とした。ジャンルは、その教具の手法的性質に関して、製
作、実験などの５事項である。対象者、対応人数 /個は、対象者の学年とそ
の教具１つあたりの同時対応人数である。標準所要時間は、教具を活用した
際に要する時間である。  
これらのフォーマットに従い、教具データベースでは、早稲田大学永田研
究室が所有する事例に加えインターネット上から事例収集を行い、102 の事
例を掲載した。  
表 2-4 教具の内容における項目と事項の一覧 
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2.3.2 構築した DB の解析  
分野別教具の割合を図 2-6 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構築したデータベースから、分野ごとの割合では、地球温暖化が 25％、
エネルギー枯渇が 32％、水質汚染が 15％と多く見られた。これは、地球温
暖化やエネルギー問題など身近に感じにくく捉えにくい問題については、よ
り具体的な教具を用いてサポートする必要性があるためと考えられる。  
 さらに、教具の対象人数を図 2-7 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地球温暖化
25%
エネルギー枯渇
32%水質汚染15%
生態系への影響
7%
大気汚染
5%
資源の消費
2%
酸性雨
8%
その他
6%
図 2-6 分野別教具の割合 
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教具の対象人数を比較すると、１人向けの教具が 44％ともっとも多い。
確かにイベント等のブース型では、１人の参加者も多いことから、こうした
１人向け教具が適している場合も多いが、学校教育や環境施設等でのスクー
ル型、イベント型で環境学習を実施する場合では、多人数を対象とすること
も多いため、１人向けの教具では全員分そろえるための予算がかかる可能性
がある。また、もし１人向けの教具を複数人で扱った場合には、学習性の低
下が懸念される。こうしたスクール型、イベント型向けの多人数型教具は、
今後も開発が必要であろう。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1人
44%
2人
6%
3～5人
27%
6～10人
15%
11人以上
8%
図 2-7 教具の対象人数 
39 
2.4 実践初心者向けの DB の活用方法に関する検討  
2.4.1 実践初心者向けのインターフェースの開発  
2.3 で構築したデータベースをもとに、実践初心者向けのデータベースの
開発を行った。子どもたち向けの環境学習は学校教育だけでなく様々なとこ
ろで実施されており、多くの実施者が環境学習に携わっている。しかし、こ
うした環境学習に携わる人々は必ずしも教員養成課程で学んでいるわけで
はない。そこで、教員や環境学習の経験のある指導者だけでなく、教育経験
の少ない実践初心者も使いやすい環境学習データベースの活用を行った。  
まず、環境省・文部科学省のデータベース「ECO 学習ライブラリー」の
概要を表 2-5 に示す。  
 
 
事項  内容  
製作者  社団法人 環境情報科学センター 10）  
主な対象者  教員、環境学習従事者など  
事例数  601 事例 11）  
特徴  多くの実践事例を掲載しているほか、環境解説、プログラム、指導計
画、教材画像、資料なども掲載している。事例は、地球環境、大気、
廃棄物、化学物質、まちづくり、自然、水・土壌、エネルギー、食、
環境と社会、総合から検索できる。  
 
次に、開発した環境学習データベース（以下、本データベース）の概要を
述べる。本データベースは、教育経験の少ない実践初心者に焦点をあて、開
発を行った。具体的には、操作方法やデザインなどのユーザーインタフェー
ス及びプログラム内容の表示方法について工夫した。概要を表 2-7 に示す。 
 
 
 
 
 
                                                  
10 ）ただし、予算や運営は環境省総合環境政策局が行っている。  
11 ）環境解説、プログラム、指導計画、実践事例、教材画像、資料を含む。2009 年 7
月 15 日までの事例数。  
 
表 2-5 「ECO 学習ライブラリー」の概要  
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事項  内容  
製作者  早稲田大学永田研究室  
主な対象者  環境学習の実践初心者  
事例数  120 事例  
特徴  教育経験の少ない実践初心者を対象とし、ユーザーインタフェースや
プログラム内容、流れが実践初心者にわかりやすいよう工夫されてい
る。  
 
 データベースの構成について述べる。  
本データベースは、「エネルギー」「水」「食」「地球環境」「大気」「化学物
質」「自然」「廃棄物」「社会」の 9 のテーマおよびキーワードからプログラ
ムを検索することができる。検索結果からひとつのプログラムを選択すると、
プログラム表示画面にてそのプログラムの題名、概要、参考 URL、そして
プログラムの内容や流れが表示される。このプログラムの内容や流れについ
ては、単に情報を羅列するだけでなく、実践初心者にわかりやすいように、
内容を構成する手法（講義内容、ゲーム、調査、実験・体験、創作・制作、
討論、見学・実物）ごとに提示される。プログラムの流れも手法ごとに時間
を区切った形で提示される。プログラム構成図を図 2-8 に示す。  
 
 
 
 
表 2-7 開発した環境学習データベースの概要  
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TOP
キーワード検索
テーマ検索
「エネルギー」
「水」
「食」
「地球環境」
「大気」
「化学物質」
「自然」
「廃棄物」
「社会」
プログラムの題名
プログラム概要
参考URL
シナリオシート
（時間配分の表示）
アイディアシート
（手法の表示）
講義
内容
ゲーム
調査
実験・体験
創作・制作
討論
見学・実物
マイプログラム アイデアシート
シナリオシート
データベースの説明
 
 
 
具体的には、例えば「光触媒について学ぼう」12)というプログラムの場合、
テーマ検索から「化学物質」というテーマでプログラムを見つけることがで
きる。プログラムには、概要、参考 URL の他に、プログラムの内容として、
図 2-9 のように手法（講義内容、ゲーム、調査、実験・体験、創作・制作、
討論、見学・実物）ごとに内容が示される 13）。  
 
 
 
 
 
 
                                                  
12) このプログラムは 2008 年に早稲田大学理工学術院「ユニラブ」（子ども向け環境
科学体験教室）で筆者らが実施したものである。  
13）  手法に該当がない場合は、空欄になる。  
図 2-8 環境教育データベースの構成図  
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この内容に、時間配分を加えたものが、プログラムの流れとして表示され
る。なお、時間配分に応じて、ボックスの大きさが変化する。図 2-10 に示
す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、操作方法やデザインなどのユーザーインタフェースについては、直
観的な操作ができるよう、TOP ページにイラストを多用したり、TOP ペー
ジで迷うことがないように検索の選択肢を絞るなどの工夫を行った。図 2-11
に TOP ページ及び検索結果画面  を示す。  
図 2-9 プログラム内容の表示例  
【講義】
・触媒(酸化チタン)とは
・光触媒の効果
【ゲーム】
・光触媒の性質から
使用されている製品
を当てるゲーム
【調査】
【実験・体験】
・親水性実験
・空気・水質浄化実験
【テーマ】
光触媒について学ぼう
【創作・製作】
・自分の持物を光触媒
で抗菌・消臭コーティ
ングする
【討論】 【対象】
・小学校高学年～
中学生
【見学・実物】
・実際に使われている
家の壁面
図 2-10 プログラムの流れの表示例  
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さらに、本データベースでは、実践初心者のプログラム開発を支援するた
め、マイプログラム画面において、自分のプログラムが作成可能となってい
る。マイプログラムの画面にはプログラムの題名、概要、内容や流れを入力
することが可能となっており、使用者は、データベースの先行実践事例を参
考にしながら、自分のプログラムの開発を行うことができる。図 2-12 にプ
ログラムの内容及びマイプログラム作成画面を示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-11  TOP ページ及び検索結果画  
図 2-12 プログラム内容及びマイプログラム作成画面  
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2.4.2 専門家による実践初心者向けインターフェースの評価  
 本データベースについて、実践初心者及び環境学習施設のインタープリタ
ーを対象に評価を行った 14)。  
 対象者の実践初心者とは、これまでに子ども達に授業やワークショップな
どを実施した経験が 5 回以下の男女 19 名（男 18・女 1）であり 15）、インタ
ープリター（IP）とは、これまでに子ども達に授業やワークショップなどを
実施した経験が 80～100 回程度の男女 10 名（男 2・女 8）である 16）。評価
については、環境省の ECO 学習ライブラリー（以下、ECO）と筆者らが開
発した早稲田環境学習データベース（以下、早稲田）をそれぞれ体験し、質
問紙に回答を記入してもらった 17）。質問内容は、主にユーザーインタフェ
ースの評価として、「データベースの操作は分かりやすいですか」、「デザイ
ンは見やすいですか」、「知りたいプログラムに簡単にたどりつけましたか」
の 3 問と、主にプログラム開発の支援の評価として、「知りたいプログラム
の内容は分かりやすかったですか」、「知りたいプログラムの流れは分かりや
すかったですか」、「このデータベースは、環境学習プログラムを開発する際
に利用できますか」、「どういった点が活用できますか（複数可）」の 4 問と
した 1８）。結果の一部を図 2-13～2-19 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
14) 実践初心者のみでなく、実践初心者に比べ教育経験のあるインタープリターを対
象とすることで両者の差を比較することがねらいである。  
15）対象者は早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科の学生及び、理工学部機械工学
科の学生 19 名である。  
16）対象者は，北九州環境ミュージアム，名古屋市環境学習センターのインタープリタ
ー10 名である．  
17）公平を期すため、対象者には筆者らが開発に携わったとは伝えずに「この二つのデ
ータベースを体験して評価してください」とのみ伝えた。  
1８）これに加え、自由記述の欄も設けた。  
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図 2-13  （1）操作は分かりやすいですか？  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（早稲田）IP
（早稲田）初心者
（ECO）IP
（ECO）初心者
とても
まあま
ああまり
図 2-14 （2）デザインは見やすいですか？  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（早稲田）IP
（早稲田）初心者
（ECO）IP
（ECO）初心者
とても
まあまあ
あまり
まったく
図 2-15  （3）知りたいプログラムに簡単にたどりつけましたか？  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（早稲田）IP
（早稲田）初心者
（ECO）IP
（ECO）初心者
とても
まあまあ
あまり
まったく
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図 2-16 （4）プログラムの内容は分かりやすかったですか？  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（早稲田）IP
（早稲田）初心者
（ECO）IP
（ECO）初心者
とても
まあまあ
あまり
まったく
図 2-17  （5）プログラムの流れは分かりやすかったですか？  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（早稲田）IP
（早稲田）初心者
（ECO）IP
（ECO）初心者
とても
まあまあ
あまり
まったく
図 2-18  （6）このデータベースはプログラムを開発する際に活用できますか？  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（早稲田）IP
（早稲田）初心者
（ECO）IP
（ECO）初心者
とても
まあまあ
あまり
まったく
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まず、ユーザーインタフェースに関する質問紙の結果からみていくと、（1）
操作の分かりやすさでは、「とても分かりやすい」と回答した実践初心者の
割合は、ECO 学習ライブラリーが 10。5%であるのに対し、本データベース
は 63.1%である。（2）デザインの見やすさでは、「とても見やすい」と回答
した実践初心者の割合は、ECO 学習ライブラリーが 15.7%であるのに対し、
本データベースは 52.6%である。（3）知りたいプログラムへのたどりつきや
すさについては、「とても分かりやすい」と回答した実践初心者の割合は、
ECO 学習ライブラリーが 5.2%であるのに対し、本データベースは 36。8%、
「とても・まあまあ分かりやすい」を含めると、ECO 学習ライブラリーが
21。0%であるのに対し、本データベースは 94.7%である。これらのことか
ら、本データベースのユーザーインタフェースについては、実践初心者にと
って概ねわかりやすかったと考えられる。特に自由記述からは、ECO 学習
ライブラリーについて「基本的に文字が多い」、「TOP ページの操作がわか
りにくい」、「どこを見たら参考になるのかが見つけ辛い」という意見が多か
ったことから、本データベースでは、イラストを多用し、TOP ページの情
報を絞ったことが高評価につながったと考えられる。  
次に、プログラム開発の支援に関する質問紙の結果では、（4）プログラム
図 2-19 （7）どういった点が活用できますか？  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（早稲田）IP
（早稲田）初心
者
（ECO）IP
（ECO）初心者
操作やデザインがわかりやすい 掲載事例が多い
内容や流れがわかりやすい 参考資料が多い
自分のプログラムが作成できる その他
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内容の分かりやすさでは、「とても分かりやすい」と回答した実践初心者の
割合は、ECO 学習ライブラリーが 5.2%であるのに対し、本データベースは
26.3%、「とても・まあまあ分かりやすい」を含めると、ECO 学習ライブラ
リーが 36.8%であるのに対し、本データベースは 84.2%である。（5）プログ
ラムの流れの分かりやすさでは、「とても分かりやすい」と回答した実践初
心者の割合は、ECO 学習ライブラリーが 0%であるのに対し、本データベー
スは 42.1%である。（6）プログラム作成への活用しやすさでは、「とても活
用できる」と回答した実践初心者の割合は、ECO 学習ライブラリーが 5。2%
であるのに対し、本データベースは 52.6%であり、（7）その理由については、
ECO 学習ライブラリーでは、「掲載事例が多い」が 28.5%、「参考資料が多
い」が 50。0%となっている。本データベースでは、「操作やデザインが分か
りやすい」と「内容や流れが分かりやすい」がともに 30.7%、「自分のプロ
グラムが作成できる」が 38.4%である。これらのことから、本データベース
は、実践初心者に対するプログラム開発の支援に概ね有効であると考えられ
る。特に自由記述からは、ECO 学習ライブラリーについて「具体的なプロ
グラム作成事例がわからない」、「たくさん載っている分、整理されていなく
て目を通すのに時間がかかりそう」、「初心者にもわかりやすく流れを書いて
ほしい」という意見が多かったことから、本データベースでは、単に情報を
羅列するだけでなく、実践初心者にわかりやすいように、内容を構成する手
法ごとに提示したこと、プログラムの流れも手法ごとに時間を区切った形で
提示したことが高評価につながったと考えられる。また、「プログラムの流
れや自分のプログラムが作成できるのは、授業などの計画に活かせそう」な
どの記述もあり、マイプログラムを記入できる点もプログラム開発の支援に
有効であったと考えられる。  
一方、実践初心者よりも教育経験の多い IP の回答に着目すると、ユーザ
ーインタフェースに関する質問紙の結果からは、実践初心者とあまり差が見
られなかった。また、自由記述からは、「初めにテーマにわかれているため、
目的がなくても見やすいと思う」、「それぞれのキーワードにわかれていて一
目で自分が知りたいことについて調べられると思った」などの回答があり、
本データベースのユーザーインタフェースについては、ある程度教育経験の
ある実践者にとっても概ねわかりやすかったと考えられる。  
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2.5 まとめ  
 本章では、環境学習プログラム及び教具を体系的に整理し、環境学習プロ
グラム、学習教具のデータベースの構築を行った。さらに、作成したデータ
ベースをもとに、特に実践初心者を対象に活用を検討し、実践初心者向けの
データベースの活用方法を提案した。本章で得られた知見を以下に整理する。 
 
1) 環境学習プログラムの体系的整理とデータベースの構築  
・環境学習プログラムの実施形式をイベント型、ブース型、スクール型に
分け、「プログラムの概要」「プログラムの内容」「プログラムの評価」
の 3 つのステップで整理を行った。  
・これらのフォーマットに従い、環境学習データベースでは、早稲田大学
永田研究室が所有する事例に加えインターネット上から事例収集を行
い、238 の事例を掲載した。  
・データベースから実施の形態についての考察を行ったところ、環境学習
が、学校教育だけでなく社会教育全般で実施されているということが明
らかになった。また、分野別環境学習プログラムの実践割合について考
察を行ったところ、自然体験だけで終わらない環境学習の開発環境に配
慮した行動を促進させることを目指した環境学習のプログラムの開
発・実践の必要性が明らかになった。  
 
2) 学習教具の体系的整理とデータベースの構築  
・学習教具は、環境学習プログラムを実施する上で多く使用されているも
のの、教具に関して体系的に整理している例はあまり見られなかったこ
とから、「基本情報」、「内容」の 2 つのステップで整理を行った。  
・これらのフォーマットに従い、教具データベースでは、早稲田大学永田
研究室が所有する事例に加えインターネット上から事例収集を行い、
102 の事例を掲載した。  
・データベースから、分野ごとの割合について考察を行ったところ、地球
温暖化が 25％、エネルギー枯渇が 32％、水質汚染が 15％と多く見られ
た。また、教具の対象人数を比較したところ、1 人向けの教具が多いこ
とが明らかになった。  
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3) 実践初心者向けデータベースの活用   
・構築したデータベースをもとに、教育経験の少ない実践初心者に焦点を
あてた実践初心者向けデータベースの開発を行った。実践初心者向けの
データベースでは、操作方法やデザインなどのユーザーインタフェース
及びプログラム内容の表示方法についての工夫を行った。  
 ・開発した実践初心者向けデータベースを実践初心者及び環境学習施設の
インタープリターにより評価したところ、特に実践初心者において、イ
ラストを多用し、TOP ページの情報を絞ったこと、単に情報を羅列す
るだけでなく、内容を構成する手法ごとに提示したこと、プログラムの
流れも手法ごとに時間を区切った形で提示したことなどが高評価を得
たことから、これらの工夫が活用において重要であることが明らかにな
った。  
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第 3 章 環境学習プログラム及び教具の開発  
3.1 目的と従来研究  
現在、多様な環境学習プログラムが全国的に実施されており、その実施主
体も学校の教員はもちろん、環境学習施設や環境団体、企業など多岐にわた
る。その一方で、第 1 章で述べたように環境学習の実践は体系的に整理され
ておらず、プログラムの開発についても検討が必要である。環境学習の体系
的整理については、すでに第 2 章で述べたので、ここでは学習プログラムの
開発について検討を行う。  
第 1 章でも述べたように、自然体験等の学習が多く行われているというこ
とは、児童・生徒が日常の生活を見直し、環境問題を考えるという活動はあ
まり行われていないということになる。環境学習の目的として、自然体験や
環境問題に対する知識の獲得だけでなく、日常の生活の中で環境に配慮した
行動をとることが求められる中、単に自然体験だけで終わらない環境学習の
開発・実践は大きな課題である。もちろん、発達段階に応じたプログラムを
構成する必要はあるが、知識や体験に終わらず、「行動の変容」を目指すプ
ログラムの開発が重要である。  
一方、学習プログラムの開発については、教育工学などで研究が行われて
おり、代表的なものでは、インストラクショナルデザイン（ Instructional 
Design）における ADDIE モデルが挙げられる。ADDIE モデルとは、学習
プログラム設計を進めていくための基本となるプロセスモデルのことであ
り、「Analyze（分析）」、「Design（設計）」、「Develop（開発）」、「Implement
（実施）」、「Evaluate（評価）」のサイクルを示す。各ステップを順次実施し、
必要に応じて改善することにより、よりよい学習プログラムを開発すること
ができる 1)。図 3-1 に ADDIE モデルを示す。  
 
 
 
                                                  
1) 詳しくは以下を参照。  
 Robert M。 Gagne、 John M。 Keller、 Katharine C。 Golas、 Walter W。 Wager
「Principles Of Instructional Design」、Wadsworth Pub Co、2004 
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この ADDIE はひとつの開発モデルであり、環境学習の特性を踏まえた上
での検討が必要ではあるが、環境学習においてもこの ADDIE モデルを踏ま
えた学習プログラムの開発を行う必要があるであろう。  
加えて、環境学習のプログラム開発は、学校教育だけで行うわけではない。 
例えば、環境のイベントに出展する際や、環境施設や団体が子どもたちを招
いて環境学習を行う場合にもプログラムの開発が必要になってくる。この場
合、学校教育と違い、参加形態や時間、人数なども異なってくる。こうした
状況を踏まえ、学校教育だけでなく、イベントや講座などの学習プログラム
の開発についても検討を行う必要があるであろう。さらに、学習プログラム
の開発に内包されるものとして、学習教具の開発が挙げられる。教具とは、
学習内容を効果的に指導するために利用される道具である。例えば、水質調
査に用いられる簡易水質検査キットや二酸化炭素の濃度測定に用いられる
ガス検知管などが挙げられる。こうした教具は、現在の環境学習の多くの実
践で使用されている。教具があれば、具体的な学習プログラムのイメージが
湧いてくるというケースも多い。学習プログラムの開発と同様に学習教具に
ついても検討を行う必要があるであろう。  
そこで本章では、環境学習プログラムの開発を検討するとともに、学習教
図 3-1  ADDIE モデル  
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具の開発についても検討を行い、参加形態や時間、人数などに合わせた学習
プログラム及び学習教具の開発を行うことを目的とする。  
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3.2 DB を活用した環境学習プログラムの開発手法の提案   
まず、開発手法について検討を行う。  
開発手法については、ADDIE モデルを踏まえ、分析、設計、開発、実施、
評価を念頭に置いた上で、第 2 章で構築した DB を活用し、環境学習に沿っ
た形で環境学習プログラムの目標の決定、目的の決定、構成の決定、本実施、
評価というフローを作成した。プログラム開発のフローを図 3-2 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
この構成の決定については、構成の検討及びプレテストを繰り返す形をと
り、より修正ができるような形とした。さらに、教育経験が少ない人でも開
発ができるように、アイデアシート、シナリオシートの開発を行った。  
アイデアシートとは、プログラム作成にあたりより多くのアイデアを出す
ため、KJ 法やブレーンストーミングの手法を用いて、講義、ゲーム、調査、
実験・体験、創作・製作、討論、クイズ、見学・実物の手法ごとのアイデア
図 3-2  環境学習プログラム作成フロー  
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をできるだけたくさん考えるための教材である。  
シナリオシートとは、教育経験が少ない人でも流れがイメージしやすいよ
う、アイデアシートで考えた手法のデザインや時間配分を考える事で、プロ
グラムの流れをシミュレーションすることができる。  
このプログラム開発フローに従い、最初にプログラム開発に関する講義を
行った後、アイデアシートとシナリオシートを用い、環境学習の目的や目標、
プログラムの内容やプログラムの流れを決定した。さらに、シナリオポイン
トを用いてプログラムのデザインを評価し、プログラムの改善を図った。ア
イデアシート・シナリオシートを図 3-3、シナリオポイントを図 3-4 に示す。
なおシナリオポイントについては、次章で詳しく述べる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3  アイデアシート・シナリオシート  
図 3-4 シナリオポイント 
講義
見学 討論
製作
反省
評価
創作
能動性が高い
動
作
性
が
高
い
レベル1 
レベル2 
レベル3 
レベル3 レベル2 
調査
観察
体験
レベル1 
57 
3.3 各実施形式への展開  
プログラム開発フローをもとに、具体的に学習プログラムの開発の検討を
行う。前述のように、環境学習のプログラム開発は、学校教育だけで行うわ
けではない。例えば、環境のイベントに出展する際や、環境施設や団体が子
どもたちを招いて環境学習を行う場合にもプログラムの開発が必要になっ
てくる。この場合、学校教育と違い、参加形態や時間、人数なども異なって
くる。そこで本研究では、実施形態を考慮し、イベント型、ブース型、スク
ール型のプログラム開発を行う。プログラムの開発は、イベント型を基本に、
特性に合わせてスクール型、ブース型へと高度化する。  
 
3.3.1 イベント型での環境学習プログラムの開発  
まず、イベント型での環境学習プログラムの開発について説明する。イベ
ント型とは、環境施設や団体が子どもたちを招いて環境学習を行うなどのあ
らかじめ参加者を募り実施するタイプのプログラムである。参加者は数十人
程度、時間は数十分～数時間である。時間はあらかじめ決まっている場合が
多い。時間以外は、ほぼ後述するスクール型と同様と考えることができる。
ただし、複数回実施するスクール型と違い、1 回のみの開催である場合が多
い。  
こうしたイベント型の特性を考慮し、1 回のイベントで興味を持たせ、理
解させる必要があるくことから、全体として興味を誘発するための簡単な講
義からはじまり、ゲームや実験、製作で興味の持続をねらい、最後にまとめ
の講義を行う形をとった。例えば、風力発電の仕組みを理解させることを目
的としたプログラムでは、最初に風力発電に関する簡単なクイズやゲームを
行い動機づけをした後、厚紙と発電機を使用した風力発電所製作を行った。
その後、製作した風力発電でゲーム形式の発電を行い、最後に風力発電の歴
史やメリット、デメリット、などのまとめの講義を行った。時間は 90 分で
ある。具体的なプログラム内容を表 3-1 に示す。  
 
 
時間  内容  
10 分  ①【講義】環境問題についての説明   
表 3-1  イベント型のプログラム  
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    新エネルギーの紹介  
10 分  ②【体験】風力発電の仕組みのゲーム  
風力発電の仕組みをゲームで学習  
40 分  ③【製作】風力発電（ブレード）の製作  
  各自、ブレードの製作  
10 分  ④【実験】レース  
 製作したブレードを用い、発電し、レースを行う  
10 分  ⑤【講義】まとめ  
   風力発電の歴史やメリット、デメリット  
 
3.3.2 ブース型での環境学習プログラムの開発  
次に、ブース型での環境学習プログラムの開発について説明する。ブース
型とは環境のイベントに代表されるように、出展者がそれぞれのブースを持
ち、環境学習を行うタイプのプログラムである。参加人数や対象は決まって
おらず、イベントに参加し、興味を持った人が学習を行う。当然、時間もま
ちまちであり、興味を持てば数十分、興味を持たない場合は数分ということ
もある。  
こうしたブース型の特性を考慮し、時間のかかるゲームや講義を繰り返す
構成は避け、来場者の目を引くように工夫を行った。具体的には、イベント
型で開発したプログラムをもとに、その時間配分を変更した。短時間で実施
するため、体験や実験を 10 分から 5 分に、製作を 40 分から 20 分に短縮し
た。また、講義は最小限にとどめ、興味を持続させた。具体的なプログラム
内容を表 3-2 に示す。  
 
 
時間  内容  
5 分  ①【体験】風力発電の仕組みのゲーム  
風力発電の仕組みをゲームで学習  
20 分  ②【製作】風力発電（ブレード）の製作  
  各自、ブレードの製作  
表 3-2  ブース型のプログラム  
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5 分  ③【実験】レース  
 製作したブレードを用い、発電し、レースを行う  
 
 
3.3.3 スクール型での環境学習プログラムの開発  
 スクール型とは、学校教育の授業の形をとるプログラムである。1 回 45
分～50 分の授業を 1 回から複数回行うことが多い。こうした特性を踏まえ、
イベント型で用いたプログラムを高度化し、プログラムの開発を行った。  
まず 2007 年度のプログラム開発について説明する。本授業のねらいは、
児童の環境配慮行動を促進させることである。プログラムの内容は、まず初
めに動機付けとして、環境問題に関する講義を行った後、エコライフゲーム
を行う。エコライフゲームとは、筆者らが開発した環境問題と経済、自己の
キャリア形成をすごろく形式で学ぶゲームである。次節で詳しく述べる。そ
の後、第 2 回目の授業では、環境問題に関する講義・討論を行った後、自身
の日常生活での環境配慮行動をチェックするエコチェックを行い、自分の生
活の振り返りを行う。第 3 回目の授業では、二酸化炭素に関する講義を行っ
た後、ガス検知管を使い、教室、学校周辺の道路、車の排気ガス、植物のま
わりなどの二酸化炭素濃度を計測させる。さらに、第 4・5 回目の授業では、
自分達の生活を振り返りながらグループ単位で調べ学習を行い、自分達の意
見を模造紙にまとめて発表を行う。スクール型授業の概要を表 3-3 に示す。 
 
 
時間  内容  
第 1 回目  ①エコライフゲームをしてみよう  
 環境問題と経済、自己のキャリア形成をゲームで学ぶ。  
第 2 回目  ②エコチェックをしてみよう  
自分の生活の振り返り。  
第 3 回目  ③二酸化炭素をはかってみよう  
  ガス検知管を使い、教室、学校周辺の道路、車の排気ガ  
ス、植物のまわりなどの二酸化炭素濃度を計測。  
 表 3-3 スクール型環境学習プログラムの概要（2007） 
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第 4 回目  ④調べ学習をしよう  
 自分達の生活を振り返りながらグループ単位で調べ学習を行
う。  
第 5 回目  ⑤発表しよう  
自分達の意見を模造紙にまとめて発表を行う。  
 
次に、2008 年のプログラム開発について述べる。本授業のねらいは、児
童の環境配慮行動を促進させることである。まず初めに動機付けとして、環
境問題に関する講義を行った後、エコライフゲームを行う。その後、第 2 回
目の授業では、二酸化炭素に関する講義を行った後、ガス検知管を使い、教
室、学校周辺の道路、車の排気ガス、植物のまわりなどの二酸化炭素濃度を
計測する。第 3 回目の授業では、日本 IBM と連携し、日本 IBM が開発した
シリアスゲーム「PowerUP」 2）で風力発電の仕組みについて学んだ後、風
力発電キットを用いて風力発電を実際に体験させる。さらに、第 4・5 回目
の授業では、自分達の生活を振り返りながらグループ単位で調べ学習を行い、
自分達の意見を模造紙にまとめて発表を行う。授業の概要を表 3-4 に示す。 
 
 
時間  内容  
第 1 回目  ①エコライフゲームをしてみよう  
 環境問題と経済、自己のキャリア形成をゲームで学ぶ  
第 2 回目  ②二酸化炭素をはかってみよう  
  ガス検知管を使い、教室、学校周辺の道路、車の排気ガ  
ス、植物のまわりなどの二酸化炭素濃度を計測  
第 3 回目  ③PowerUp で環境を学ぼう  
  環境シリアスゲームを用いて、風力発電の仕組みや課題につ
                                                  
2）以下の HP からダウンロードできる．  
http://www.powerupthegame.org/ 
なお、このゲームは、アクティビティー・ゲームのコンテンツは，カリフォルニア
州サンノゼのテック博物館 (Tech Museum)、ミネソタ州ミネアポリスのバッケン博
物館 (Bakken Museum)、米国  国立再生可能エネルギー研究所 (National Renewable 
Energy Laboratory)、およびニューヨーク・ホール・オブ・サイエンス (NYHOS)
のトライサイエンス・チームとのコラボレーションによって作成された。  
 表 3-4 金町小学校環境学習プログラムの概要（2008）  
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いて学ぶ  
第 4 回目  ④調べ学習をしよう  
 自分達の生活を振り返りながらグループ単位で調べ学習を
行う  
第 5 回目  ⑤発表しよう  
自分達の意見を模造紙にまとめて発表を行う  
 
特に、第 3 回目の授業は、イベント型プログラムを高度化したものである。
体験では、日本 IBM が開発したシリアスゲーム「PowerUP」を用いた。シ
リアスゲームとは、「教育をはじめとする社会の諸領域の問題解決のために
利用されるデジタルゲーム」と定義されるが 3）、近年、様々な分野でシリ
アスゲームの開発・活用が行われている。例えば、国連世界食糧計画（WFP）
が開発した「FOOD FORCE」は、40 を超える国々から 200 万人以上が体験
している 4）。また、こうしたシリアスゲームを学校教育に導入する試みも
行われている。例えば、株式会社コーエーの歴史 MMORPG「大公開時代
Online」を利用した歴史教育や、広く言えば、ニンテンドーDS ソフト「英
語が苦手な大人の DS トレーニング  えいご漬け」などを利用した英語教育
などが挙げられる 5）。こうしたシリアスゲームのおもしろさ・楽しさが、
従来の学習に比べて学習意欲や理解の向上につながっているということも
指摘されている 6）。  
 「PowerUP」では、プレイヤーが主人公となり、荒廃している架空の惑
星「Helios」（ヘリオス）を環境破壊から救うため、風力発電所や太陽熱発
電所、水力発電所を設計、建設し、クリーンエネルギーを創出していく。風
力発電所編では、プレイヤーは山々を駆け巡り、あちこちに散らばっている
ブレードやシャフト、発電機などの風力発電の部品を収集し、シャフトの長
                                                  
3）  藤本徹『シリアスゲーム 教育・社会に役立つデジタルゲーム』，東京電機大学出
版局，2007 
4）  以下の HP からダウンロードできる．  
http://www.food-force.com/ 
5）  社団法人日本機械工業連合会・社団法人デジタルコンテンツ協会「平成 19 年度シ
リアスゲームの現状調査報告書」，2008 
6）  鎌倉哲史・富安晋介・馬場  章「MMORPG を用いた歴史授業の教育効果について
―工業高等専門学校における実験の結果報告―」日本デジタルゲーム学会誌第 3 巻  
第 1 号，2009 
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さやブレードの形などから効率のよい風力発電機を設計、建設する。ゲーム
中には炭素をモチーフとした敵も出現し、こうした敵に気をつけながら設計、
建設を行う必要がある。なお、本ゲームのクリア条件は、クリーンエネルギ
ーによる一定の発電量の確保である。また、「PowerUp」は、多人数参加型
のゲームであり、ゲーム中にプレイヤーは、チャットを使った他のプレイヤ
ーとのコミュニケーションができる他、非プレイヤーというキャラクターで
参加しているエンジニアの「ガイド」と交流し、設計、建設のアドバイスな
どを得ることもできる。図 3-6 に PowerUp の画面の一部を示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          図 3-6 PowerUp の画面の一部  
 
 授業では、新エネルギー、特に風力発電の仕組みや特徴を理解することを
目標とした。授業時間は、2 コマ（45 分×2 コマ）である。  
教育方法としては、次の 2 点を工夫した。  
まず 1 点目は、プレイ時間・プレイ内容の工夫である。シリアスゲームを
プレイすることが目的ではなく、シリアスゲームで風力発電の仕組みや特徴
を理解することが目的であることから、シリアスゲームのすべてをクリアす
るまでプレイするのではなく、あらかじめ決まった部分のみをプレイさせ、
ふりかえりを行った。本授業では、山々を駆け巡り、あちこちに散らばって
いるブレードやシャフト、発電機などの風力発電の部品を収集する部分と、
シャフトの長さやブレードの形などから効率のよい風力発電機を設計する
部分にわけてプレイさせた。さらに、ふりかえりの時間を設け、ゲームで学
んだことをふりかえった後、知識を定着させるために、実際に風力発電のブ
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レード部分を製作させた。  
そして 2 点目は、プレイ形態の工夫である。本ゲームも一人一台の PC 環
境で実施することが望ましいとされるが、今回は、普通教室でも実施できる
ように、代表者 2 名のみにシリアスゲームをプレイさせ、他者はそれを観察
するという手法を試みた。普通教室の前方にスクリーンを置き、後方の児
童・生徒も見やすいように大きな画面でゲーム内容を提示した。さらに、他
の観察者が興味を引くように、代表者がプレイしている際に、獲得すべき部
品の位置や、敵の存在、注目すべき場所などを授業者が大きな声で示すとい
う、いわば「実況中継」を行い、体験していない観察者も楽しめるよう工夫
した。授業の流れを表 3-5 に示す。  
 
表 3-5  授業の流れ（小学校）  
時間  内容  
10 分  
 
①【講義】環境問題についての説明   
   新エネルギーの紹介  
20 分  ②【体験】風力発電の仕組みのゲーム  
風力発電の仕組みをゲームで学習  
40 分  ③【製作】風力発電（ブレード）の製作  
  各自、ブレードの製作  
10 分  ④【実験】レース  
 製作したブレードを用い、発電し、レースを行う  
10 分  ⑤【講義】まとめ  
   風力発電の歴史やメリット、デメリット  
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3.4 各実施形式で使用可能な教具の開発  
教具の開発について説明する。教具とは、学習内容を効果的に指導するた
めに利用される道具であり、環境学習では、この教具を用いて授業を行うこ
とが多い。そこで本研究では、環境と経済との関係を学ぶエコライフゲーム
と製品のライフサイクルアセスメント（LCA）を学ぶプロダクトライフゲー
ムの 2 つの教具を開発した。以下、この 2 つについて説明を行う。  
 
3.4.1 エコライフゲーム（ELG）の開発  
環境学習の教具としてエコライフゲーム（ELG）の開発を行った。この
ELG は、2007 年度ユニラブで実施した「エコ人生ゲーム」を発展させて、
エコチェックの質問データベースに属す環境配慮行動をマスの内容に取り
入れた。小学生から社会人までの人生の道中で、お金とエコポイント（EP）
を獲得していき、環境と経済との関係を学ぶゲームである。また、毎日の生
活の中で実践できる環境配慮行動だけでなく、その行動による CO2 削減量
を学ぶことができる仕組みになっている。なお、CO2 削減量（排出量）とエ
コポイントの関係は、1EP：0ｇ～10ｇ、2EP：10ｇ～40ｇ、3EP：40ｇ～
80ｇ、4EP：80ｇ～150ｇ、5EP：150ｇ～250ｇ、6EP：250ｇ～400ｇ、7EP：
400ｇ～700ｇ、8EP：700ｇ～1200ｇ、9EP：1200ｇ～2500ｇ、10EP：2500
ｇ以上となっている。最初に開発した ELG（プロトタイプ）を図 3-7 に示
す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3-7 ELG（プロトタイプ） 
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このプロトタイプに対して、各環境ミュージアムや実施者などにヒアリン
グを行い７）、以下の 3 つの改善を加えた。  
 
1) イラストや実生活にそった文章の挿入【学習性・ゲーム性の向上】  
これまでの ELG では、マスには環境に良い行動・悪い行動のみが表記さ
れ、「実生活をイメージしにくく、内容的にも視覚的にも楽しむ要素が少な
い」「マス内の文章（CO2 削減量を含む）を読み飛ばすことが多く、学習の
要素が少ない」ことが課題として挙げられていた。そこで、環境関連行動に
関するイラストや実生活に沿った文章をマスに挿入することで、楽しみなが
ら読む行動を喚起するということを狙った。  
 
2) 3 ステージ制の導入【所要時間の多様性】  
これまではゲームの所要時間が 4 人プレイで約 40 分であり、場所や状況
で異なるプログラム時間に対応することが難しいことが課題として挙げら
れていた。とりわけ環境関連施設などでは「1 つのブースに長時間来場者を
引き止めておくことは困難である（北九州環境ミュージアム）」との声もあ
った。そこでこの度 3 ステージ制（1 ステージあたり 4 人プレイで約 15 分）
を導入し、15 分・30 分・45 分の 3 つの所要時間を設けることで、実施場所
や実施状況で異なるプログラム時間に対応することが可能となった。  
 
3) チェックシートの導入【学習性の向上】  
先述のとおり、これまでの課題として「マス内の文章（CO2 削減量を含む）
を読み飛ばすことが多く、学習の要素が少ない」ということが挙げられてい
た。そこで、ゲームを進行しながら、各自が止まったマス内に書かれている
環境に良い行動・悪い行動に対して、「この行動が環境に良い・悪いと知っ
ているか」「この環境に良い行動が日頃実行できているか」をチェックし、
日常生活における環境配慮行動を振り返るチェックシートを導入した。「小
学生（とりわけ５年生以下）は文章を読み書きする能力があまり高くないた
め、児童に記述させるよりも、聞き取りを行うほうがよいデータが取得でき
                                                  
７）北九州環境ミュージアムで働くインタープリターの方 5 名にヒアリングを行った。 
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る（北九州環境ミュージアム）」ため、チェックシートは、プレイヤーが自
らチェックを行い記述するタイプと、ゲームマスターがプレイヤーに聞き取
り記録するタイプの両方を設けた。  
 これらの改善点を踏まえ、新しく製作した ELG を図 3-8 に、アイテムカー
ドを図 3-9 示す。  
 
 
 
 
 
  
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-8 現行の ELG 
図 3-9 改善を行ったアイテムカード 
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3.4.2 プロダクトライフゲーム（PLG）の開発  
環境学習の教具としてプロダクトライフゲーム（PLG）の開発を行った。
この PLG は、2009 年度ユニラブで実施した「ライフサイクルゲーム」を発
展させ、自動車のライフサイクルアセスメント（LCA）を教えるためのボー
ドゲームとした。ボードは３つのステージに分けてあり、製造ゾーン、使用
ゾーン、解体ゾーンの順に進め、プレイヤーはお金とエコポイントを獲得し
ていく。普段、なかなか触れる機会の少ない、自動車の製造や解体に触れ、
ゲームを通して自動車の LCA について理解を深めることをねらいとした。  
最初に開発した PLG（プロトタイプ）を図 3-10 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このプロトタイプに対して、各環境ミュージアムや実施者などにヒアリン
グを行い 8)、以下の 2 つの改善を加えた。  
 
 1)繰り返し学ぶための多様なクイズの導入【学習性・ゲーム性の向上】  
これまでの PLG では、学習性を確保するために、主に解体ゾーンにおい
て簡単なクイズを用意していたが、クイズ内容を固定してしまうと繰り返し
学ぶことができないほか、固定化された知識しか身につかないという指摘を
                                                  
8) 北九州環境ミュージアムで働くインタープリターの方 5 名にヒアリングを行った . 
 
図 3-10 PLG（プロトタイプ） 
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受け、クイズの種類を増やし、内容も多様化した。これにより、繰り返し学
ぶことができ、学習性やゲーム性の向上が期待できる。  
 
2) 表現の簡潔化及びイラストの導入  
 これまでの PLG では、LCA を学ぶという性質上、やや難しい表現やイメージしに
くい表現があるとの指摘を受けた。例えば、自動車の部品を示したアイテムカードに
おいて、自動車に馴染みのない子どもにとっては、「ワゴン」「スポーツカー」といっ
た自動車のボディ形状などについては分かりにくいであろう。そこで、難しい表現を
簡単な表現に改善するとともに、イラストを導入し、自動車に馴染みのない子どもに
もイメージしやすいよう改善した。これらの改善を図 3-11 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.5 まとめ  
 本章では、環境学習プログラムの開発及びプログラムで用いるための教具  
の開発を行った。本章で得られた知見を以下に整理する。  
 
1）ブース型、イベント型、スクール型プログラムの開発  
 ・ブース型の特性を考慮し、時間のかかるゲームや講義を繰り返す構成は
避け、来場者の目を引くように工夫を行った。具体的には、ゴミの分別
に関する知識を身につけることを目的とした「お菓子の包装のプログラ
ム」を開発した。  
図 3-11 改善を行ったクイズとアイテムカード 
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 ・イベント型では、1 回のイベントで興味を持たせ、理解させる必要があ
るくことから、全体として興味を誘発するための簡単な講義からはじま
り、ゲームや実験、製作で興味の持続をねらい、最後にまとめの講義を
行うプログラムを開発した。  
 ・スクール型では、環境シリアスゲームを用い、プレイ時間・プレイ内容、  
  プレイ形態を工夫したプログラムを開発した。  
 
2) エコプロダクトライフゲームの開発  
 ・小学生から社会人までの人生の道中で、お金とエコポイント（EP）を獲得して
いき、環境と経済との関係を学ぶすごろく形式のボードゲームを開発した。  
 ・開発したエコライフゲームに対して、環境学習施設のインタープリターより改善
案をヒアリングし、①イラストや実生活にそった文章の挿入、②ステージ制の導
入、③チェックシートの導入を行った。  
 
3）プロダクトライフゲームの開発  
 ・製品のライフサイクルアセスメント（LCA）を教えるためのすごろく式
のボードゲームを開発した。  
 ・開発したプロダクトライフゲームに対して、環境学習施設のインタープリターよ
り改善案をヒアリングし、①繰り返し学ぶための多様なクイズの導入、②表現の
簡潔化及びイラストの導入を行った。  
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第 4 章 環境学習プログラムに関する評価手法の開発 
4.1 目的と従来研究 
 環境学習プログラムの評価について、プログラムデザインの評価と学習効果の評価の 2
つに分けて検討する。 
 
（1）プログラムデザインの評価 
 プログラムデザインの評価については、環境学習に限らず、教育方法学や教育工学など
の分野で研究が行われているものの、必ずしも明示的、定量的に行われているわけではな
い。例えば、藤岡（1989）は、評価を行う視点として、教育内容、教材、教授行為、学習
者の 4 つを示し、授業実施者自身でのデザインの評価の重要性を指摘している 1）。このこ
とは、環境学習においても同様であり、授業実施者自身がプログラムをふりかえり、授業
の内容や流れなどのデザインを評価することは多い。しかし、こうしたデザインの評価は、
多くの場合、長年の経験や勘といった授業実施者（教師）の暗黙知として評価されており
2)、定量的な評価は従来研究としてもほとんど行われていない 3)。 
 つまり、プログラムデザインの評価では、授業実施者自身の環境学習の実践経験に大き
く依存することになり、経験の浅い実践初心者では、充分な評価を行うことが難しいもの
となる。こうした実践初心者が、どのようにしたらカリキュラムや授業内容のデザインの
評価を効果的・効率的に行えるかという点は、今日的課題として挙げられる。 
 
（2）学習効果の評価 
環境学習では、環境や環境問題の内容に関する知識や態度を身に付けることと、実際に
主体的に行動し、参加する力を身につける子どもを育成することが重要であると考えられ
る。しかし、従来の環境学習に関する研究では、こうした環境学習の目的が達成されたか
どうかについては、主にアンケートやテストが用いられ、子どもたちの意識や知識の変容
のみが評価されてきた 4)。しかし、主体的に行動し、参加する力を身につける子どもを育
                                                  
1）藤岡信勝『授業づくりの発想』、日本書籍、1989 
2) 例えば、以下を参照。 
八木正一・上條晴夫『授業づくりの基礎・基本』、学事出版、2005 
3) 教育工学における Instructional Design や教育技術などの研究では、定量的な評価に関する研究もあ
るが、環境教育に特化したものではない。例えば、以下を参照。 
 Robert M. Gagne, John M. Keller, Katharine C. Golas, Walter W. Wager「Principles Of 
Instructional Design」,Wadsworth Pub Co,2004 
 西之園晴夫「教育技術の開発における研究方法論の考察」、佛教大学教育学部論集 11、2000 
4) 例えば、以下の論文を参照。 
小林辰至「環境教育を中心とした小学校教育課程の開発・実施・評価」、日本科学教育学会研究会研
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成することが重要な目的とされていることを踏まえると、子どもたちの長期的な行動の変
容を定量的に評価する必要がある。もちろん、行動変容の評価についても、従来研究とし
てアンケートを用いた調査も行われている（早渕、2008）5)。しかし、質問紙を用いたア
ンケートでは、対象者の人数や実施の回数の増加によって教員の作業量が複雑化し、定量
的な評価を簡単に行うことは難しい。子どもたちの長期的な行動の変容を評価するために
は、定量的でかつ教員も簡単に評価できる手法が必要である。 
以上のことから、本章では以下を研究の目的とする。 
・実践初心者にも効率的・効果的にプログラムのデザインを評価を行えるようなシステ
ムを開発し、検討を行う。 
・環境学習プログラムの学習効果を環境配慮行動の変容という視点で定量的に評価する
手法を開発し、検討を行う。 
                                                                                                                                                                     
究報、1997 
岸茉由子・藤田静作「環境教育の現状と子どもへの教育的効果」、日本理科教育学会東北支部大会講
演要旨集(44)、2005     
5) 早渕百合子『環境教育の波及効果』、ナカニシヤ出版、2008 
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4.2 学習プログラムのデザインに関する評価手法の開発  
4.2.1 環境学習プログラムのデザインに関する評価手法の開発 
 熟達者だけでなく実践初心者も効率的・効果的にプログラムのデザインの評価を行える
ようなシステムとして、「シナリオポイント」を開発した。 
 第 2 章で構築した環境学習 DB 及び教具 DB の分析や環境学習プログラムの実施経験か
ら、被体験者が自ら考えながら学ぶことが出来る思考性の有無と、手や体を動かすなどの
動作性の有無を基準とし、レベル別に分類することを試みた。  
 
 
レベル １ ２ ３ 
思考性 情報を一方的に 
受け取る 
言われたことを 
実行する 自分の考えを持つ 
動作性 動作がほとんどない 手作業を含む 体全体を使う 
作業がある 
 
思考性のレベルは、情報を一方的に受け取る場合はレベル 1、与えられた情報を基に自
分で何らかの行動を起こす場合はレベル 2、他者によらず自らの考えで行動を起こす場合
にはレベル 3 とした。また動作性のレベルは講義など動作がほとんど見られない場合はレ
ベル 1、簡単な手作業がある場合はレベル 2、体全体を使って動いたりする場合はレベル 3
とした。 
 このような思考性、動作性のレベル別の分類を踏まえ、プログラムの手法に着目し、定
量的な評価を試みた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-1 思考性・動作性のレベル別要素 
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手法についても、第 2 章で構築した環境学習 DB 及び教具 DB の分析や環境学習プログ
ラムの実施経験から、体験、観察、講義、製作、調査、討論、見学、評価、反省、創作の
10 に分類を行った。これまでの環境学習プログラムの実施経験から、より動作性をもつ手
法は低学年にとって効果があり、思考性の高い手法は高学年に対して効果のある傾向にあ
る。これは、手作業を伴う動作性によって学習意欲の維持できない低学年も集中すること
が出来ることや、より自発的に考えることによって実生活にむすびつけられる能動的な手
法は低学年には難易度が高いことが考えられる。このように環境学習を行う対象によって
最適な手法を選択することでより効率よくプログラムを実施することが出来ると考えられ
る。参加者に具体的行動を起こさせることを最終目的としているプログラムでは、図の右
上を目指した手法の組み合わせが効果的であると考えられる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 環境学習プログラム手法の分類図 
講義
見学 討論
製作
反省
評価
創作
能動性が高い
動
作
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が
高
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レベル2 
レベル3 
レベル3 レベル2 
調査
観察
体験
レベル1 
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さらに、象限ごとに点数を設けることで手法の組み合わせによるプログラムの定量的な
評価方法を検討した。象限ごとの点数は思考性レベルと動作性レベルの乗であり、9 つの
象限に対し 1 点、2 点、3 点、4 点、6 点、9 点の 6 種類の点数が存在する。この手法の組
み合わせによるプログラムの評価点をシナリオポイントとし、プログラムで用いた手法が
属する象限の点数を合計し、手法の移動数で割った値と定義する。例えば、例えば講義、
体験、講義、反省というプログラムデザインの場合、（講義 1 点＋体験 6 点＋講義 1 点＋
反省 2 点）÷4 手法となり、このプログラムのシナリオポイントは 2.75 点となる。このよ
うに実践初心者であっても、自身のプログラムを手法ごとにプロットし、ポイントを算出
することで、プログラムデザインを定量的に評価することができる。 
 
4.2.2 環境学習プログラムのデザインに関する評価手法の高度化 
（1）時系列の付加による高度化 
シナリオポイントでは、動作性レベルと思考性レベルの組み合わせで決まる手法のポイ
ントを手法数で割ることで、シナリオポイントを算出していたが、プログラムの流れや時
間配分が読み取れない、時間配分がポイントに反映されないという課題があった。   
そこで、従来のシナリオポイントに、時系列を付加することで、シナリオポイントの高
図 4-2 手法の点数化 
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度化を行った。図 4-3 で示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
従来の動作性、思考性による手法のポイントを時系列で並べ、各手法のポイントに所要
時間をかけたものを合計時間で割ることで、シナリオポイントを算出した。これにより、
プログラムの動作性、思考性の変動を視覚で捉えることができ、さらに所要時間を加える
ことで、流れを重視したポイントが算出できる。  
 
（2）付加条件の追加による高度化 
 従来のシナリオポイントの課題としては、主に実践初心者より、手法のポイント幅があ
るためどこにポイントをプロットしてよいか分かりづらいという課題が挙げられた。 
そこで、実践初心者にもさらに使いやすくするために、以下の高度化を行った。 
①体験、観察、講義、製作、調査、討論、見学、評価、反省、創作の 10 の分類を見直し、
講義、見学・観察、調査、ふりかえり、製作・体験、討論の 6 つに分類した。 
②手法のプロット位置の選定に詳細な設定条件を追加した。 
手法の再分類及び付加条件については、第 2 章で構築した環境学習 DB 及び教具 DB を
再分析するとともに、北九州環境ミュージアムのインタープリターに対するヒアリングに
より検討を重ねた。図 4-4、表 4-2 で示す。 
図 4-3 時系列を加えたシナリオポイント 
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手法  
基本 
ポイント  
動作 
ポイント 
思考 
ポイント 
付加条件  付加ポイント  
最大 
ポイント  
講義  1  １  １  
クイズまたは子どもたちが話し合う機会がある  思考 0.25  
２  ねらいをしっかり伝える 思考 0.5  
写真や映像などの資料を見せている  思考 0.25  
見学 
観察  
1 １  １  
実際に触れたりやってみたりすることができる  動作 0.5 
４  見学・観察したことを記録できる  動作 0.5+思考 0.5  
見学・観察内容について質問する機会がある  思考 0.5  
調査  ２  ２  １  
調査対象がはっきりしている  動作 0.5+思考 0.5  
６  他者と意見交換する機会がある  思考 0.5  
調査したことを記録できる  動作 0.5+思考 0.5  
製作 ４  ２  ２  自分のアイディアで工夫することができる  動作 0.25+思考 0.5  ９  
講義
見学・観察
討論
ふりかえり
能動性が高い
動
作
性
が
高
い
レベル1 
レベル2 
レベル3 
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１点
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図 4-4 環境学習プログラム手法の分類の高度化 
表 4-2 手法の思考性・動作性レベル別付加条件 
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分類の高度化では、従来の体験、観察、講義、製作、調査、討論、見学、評価、反省、
創作の 9 つの分類のうち、手法として同様と判断できるもの、をふり観察と見学を観察・
見学に、製作と創作と体験を製作・体験に、評価と反省かえりにまとめ簡略化を図った。 
設定条件の追加では、手法を思考性・動作性レベル別に付加条件を設定し、プロット位
置を決定しやすくした。例えば、講義では、基本となるポイントは 1 であるが、ねらいを
しっかり伝えるに該当すれば、付加ポイントとして思考ポイントを0.5ポイント加算する。
同様に、クイズまたは子どもたちが話し合う機会がある、写真や映像などの資料を見せて
いるに該当すれば、思考ポイントを 0.25 ポイント加算する。つまり、単に講義という場合
でも、内容によってシナリオポイントが 1～2 ポイントにプロット出来る。これにより、実
践初心者もどこにプロットしてよいか迷うことがなくなるとともに、より講義内容に即し
た形でシナリオポイントを算出することができる。 
 
（3）レーダーチャートの追加による高度化 
  従来のシナリオポイントでは、体験や製作のみの構成が高ポイントを獲得していまい、 
バランスに欠けるという課題があった。そこで、ポイントだけでなく、プログラムデザイ
ンのバランスを評価する手法として、レーダーチャートの追加による高度化を行った。図
4-5 に示す。 
 
自分ひとりで作ることができる  動作 0.5  
繰り返し製作することができる  動作 0.25+思考 0.5  
体験 ４  ２  ２  
ゲーム性がある  動作 0.5+思考 0.75  
９  自分のアイディアで工夫することができる  
動作 0.25+ 
思考 0.25  
自分ひとりで体験することができる 動作 0.25  
討論 ３  １  ３  
多くの他者と話し合う機会がある 動作 0.5  
６  
ゲーム性がある 動作 0.5  
ふりか
えり  
２  １  ２  
他者と話し合う機会がある  動作 1+思考 0.5  
６  
質問できる機会がある  思考 0.25  
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項目としては、北九州環境ミュージアムのインタープリターに対するヒアリングにより検
討を重ね、手法として特に重要な講義、体験、ふりかえりとした。この手法のバランスを
みることで、実践初心者であっても講義のみ、体験のみのプログラムを改善することがで
きる。 
 
 
 
シナリオレーダーチャート
講義
体験ふり
かえり
図 4-5 レーダーチャート追加による高度化 
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4.3 学習効果に関する評価手法の開発 
4.3.1 エコチェックシステムの開発 
学習効果の評価としては、環境学習による児童の行動変容を考察することを目的として、
評価手法「エコチェック」を開発した。エコチェックとは、児童の日常の環境配慮行動を
長期的にチェックするシステムであり、児童が毎回出される環境配慮行動に関する質問に
答えることで、二酸化炭素の削減量や獲得ポイントを確認できるようになっている。 
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FeliCaカード
によりログイン  
図 4-6 エコチェック 2007 のシステム 
 
本システムは非接触ＩＤシステムであるフェリカシステムを用い各児童のデータ管理を
行う。小学校の各クラスにフェリカポート付のＰＣを１台設置し、児童ひとりに 1 枚のフ
ェリカカードを配布する。この各児童専用のフェリカカードで児童がログインすることに
より、児童の基礎情報やログインした日時、回数、質問内容、回答状況、二酸化炭素の削
減量や獲得ポイントなどが記録できるようになっている。これらのデータは、ＰＨＳ回線
でメンテナンスサーバに送信され、データを分析するとともに、システムのメンテナンス
も行う。さらに学校だけでなく家庭でも二酸化炭素の削減量や獲得ポイントがチェックで
きるようなっている 7)。なお、基礎情報として、エコチェックを開始する前に、児童に家
庭のテレビ、照明、暖房・冷房器具、家電製品などの台数や種類を記入させている。 
 
                                                  
7) 今回の実践では家庭での二酸化炭素の削減量や獲得ポイントのチェックは行っていない． 
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代替する環境配慮行動の提案
 
図 4-7  エコチェックの利用の流れ 
 
エコチェックでは、まず児童が専用のフェリカカードでログインを行う。ログインを行
うと、「ｎ回目のこんにちは」というエントリー画面が表示され、自分が何回実施している
かがわかるようになっている。その後、前回のログイン時から今回のログイン時までの期
間の環境配慮行動に関する 8 つの質問がだされ、それぞれ 3 択、5 択で回答する。質問は、
「毎日の生活の中での環境配慮行動」と「機会があった場合の環境配慮行動」に分かれて
おり、内容も電気、ゴミ、水、買い物、移動に関する 52 の質問が用意されている。例えば、
「手洗いで水を出しっ放しにしない」や「テレビを見ない時は主電源を消す」などは、児
童が日常的に行うことの多い環境配慮行動であることから「毎日の生活の中での環境配慮
行動」とした。また、「公共の交通手段を使う」や「マイバックを持ちレジ袋をもらわない」
などは、児童が日常的ではなく主に休日などで行うことの多い環境配慮行動であることか
ら「機会があった場合の環境配慮行動」とした。  
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表 4-3  質問内容の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
回答は、「毎日の生活の中での環境配慮行動」、「機会があった場合の環境配慮行動」とも
質問内容によって、「はい／いいえ／当てはまらない」の 3 択、「かんぺき／まあまあでき
た／あまりできなかった／ぜんぜんできなかった／当てはまらない」の 5 択になっている。
初回チェック時は「はい／いいえ／当てはまらない」の 3 択が多く登場し、回が進むにつ
れ、「かんぺき／まあまあできた／あまりできなかった／ぜんぜんできなかった／当てはま
らない」の 5 択になり活動のレベルを問うようになっている。質問内容は基礎情報に合わ
せて毎回変化し、「当てはまらない」を選んだ場合には、次回以降選んだ質問が登場しない
よう配慮してある。 
チェックは休み時間を中心に 1 週間に約 2 回のペースで実施する。回答後は、各回の二
酸化炭素の削減量や回答にあわせたポイントが表示される。このポイントは、「毎日の生活
の中での環境配慮行動」の場合、はいが 5 点、いいえが 0 点、当てはまらないが 0.5 点で
あり、「機会があった場合の環境配慮行動」が、かんぺきが 5 点、まあまあできたが 3 点、
あまりできなかったが 1 点、ぜんぜんできなかったが 0 点、当てはまらないが 0.5 点であ
る 8)。なお、この各回の獲得ポイントにあわせてキャラクターの様子が変化するほか、個
                                                  
8) 「当てはまらない」と「いいえ」の違いを明確にするために 0.5 点を加えた． 
ただし，「当てはまらない」を選んだ場合には，次回以降選んだ質問が登場しない． 
１.毎日の生活の中での環境配慮行動 
①テレビを見ない時は主電源を消した。 
②手洗いで水を出しっ放しにしなかった。 
③家で人が居ない部屋の照明を消した。 
④お風呂で身体を洗う時、シャワーを出しっ放しにしなかった。 
⑤学校の休み時間に必要が無ければ教室の照明を消した。 
２.機会があった場合の環境配慮行動 
①テレビゲームの実施時間を１時間短縮した。 
②ノートを最後まで使いきった。 
③買い物時はマイバックを使い、レジ袋を使わなかった。 
④水筒を持ち歩いてペットボトルの使用を減らした。 
⑤車を使わずに済むのであれば徒歩や自転車を使った。 
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人の環境配慮行動の特徴や代替行動の提案も表示される。表示された代替行動を選択する
ことで、次回以降の質問内容に反映される。 
このエコチェックシステム 2007 を用いて、児童の学習効果の評価を行った。詳しくは
第 5 章で述べる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
5
10
15
20
25
30
1 2 3 4 5 6 7 8 回数
n=57人
点数
図 4-8 エコチェック 2007 による学習効果の評価 
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4.3.2 エコチェックシステムの高度化 
4.3.1 で開発したエコチェックの高度化を行い、環境学習プログラムの定量的評価を行う
ことを目的として、エコチェックシステム 2008 の開発を行った。 
2007 年度のエコチェックの課題として、質問内容については「DB 内質問数が少ない」、
「ひとつの行動がどれだけの環境配慮に相当するのかがわからない」、回答方法については
「個人主観の選択制のため不明瞭」が挙げられていた。そこで、2008 年度は「質問を 16
の場面で分類した上で DB 内質問数を 52 から 85 に増加」、「行動ごとに CO2 削減量を明
示」、「はい・いいえの選択制（はいの場合は行動回数を回答）を導入」した。ユーザーは
出題される環境配慮行動に関する 6 つの質問について、指定期間内に行ったかどうかを回
答する。また、従来のエコチェックではフェリカカードを用いて通信を行ったが、今回は
インターネット上にアクセスすることでエコチェックを行えるようにした。エコチェック
の概要を図 4-9 に示す。 
 
 
図 4-9 エコチェック 2008 のシステム 
 
ユーザーは予め個人情報や所有する電気器具類など、基礎情報を登録する。そして、発
行されたログイン ID とパスワードを入力し、ログインを行う。エコチェックの質問対象
となる電気器具類は、ガス給湯器、電気給湯器、温水洗浄便器、食器洗い乾燥機など計 19
種類になる。ログイン後、エコチェックバナーをクリックし、エコチェックを開始する。
ユーザーは出題される環境配慮行動に関する 6 つの質問について、指定期間内に行ったか
どうかを回答する。 
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エコチェックを終えると、まず、今回削減した CO2 量、これまで削減した CO2 量、そ
れに応じたエコレベルなど、今回の成果を確認することができる。続いて、代替行動の提
案を受けることができる。代替行動を行うと回答した場合は、次回以降の質問内容に、そ
の行動が反映される。そして、合計 CO2 削減量やエコレベルだけでなく、得意な場面や苦
手な場面など、これまでの成果として、ユーザー個人の環境配慮行動に関する傾向を確認
することができる。 
このエコチェックシステム 2008 を用いて、児童の学習効果の評価を行った。詳しくは
第 5 章で述べる。 
図 4-10 高度化を図ったエコチェック 2008 の流れ 
エコチェック画面
成果を見る
これまでの成果画面
得意な場面、不得意な場面を確認
ログイン
ログイン前画面
プロフィール画面
エコチェック
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 図 4-11 エコチェック 2008 による学習効果の評価 
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4.4 まとめ 
本章では、環境学習の評価を、プログラムの講成の評価と学習効果の評価の 2 つに分け
て検討した。プログラムの講成の評価については、実践初心者のための授業構成の評価と
いう点に重点を置きシステムの開発を行う。学習効果の評価については、子どもたちの環
境配慮行動の変容という視点で定量的に評価するシステムの開発を行った。本章で得られ
た知見を以下に整理する。 
 
1）プログラム構成の評価手法の開発 
・プログラムの構成の評価については、体験・観察・講義・製作・調査・討論・見学・
評価・反省・創作などの手法を思考性レベルと動作性にわけ、この手法の組み合わせ
によるプログラムの評価点をシナリオポイントとして評価を行った。 
・シナリオポイントの高度化を図り、従来の動作性、思考性による手法のポイントを時
系列で並べ、各手法のポイントに所要時間をかけたものを合計時間で割ることで、シ
ナリオポイントを算出するシナリオポイントを開発した。 
・高度化したシナリオポイントの有効性を検証したところ、相関係数に向上（0.75→0.80）
が見られ、新シナリオポイントの有効性を確認することができた。 
・シナリオポイントの手法を 6 つに簡略化し、付加条件をつけることで、より講義内容
に即した形でシナリオポイントを算出することができた。 
 
2）学習成果の評価手法の開発 
 ・学習効果の評価として、環境学習による児童の行動変容を考察することを目的とし
た評価手法「エコチェック」を開発した。 
 ・各児童専用のフェリカカードで児童がログインすることにより、児童の基礎情報や
ログインした日時、回数、質問内容、回答状況、二酸化炭素の削減量や獲得ポイン
トなどが記録できる。 
 ・エコチェックの課題である、問題数、回答の曖昧さ、通信環境を改善したエコチェ
ック 2008 を開発した。エコチェック 2008 では、「質問を 16 の場面で分類した上で
DB 内質問数を 52 から 85 に増加」、「行動ごとに CO2 削減量を明示」、「はい・いい
えの選択制（はいの場合は行動回数を回答）を導入」した。また通信環境は、フェ
リカカードではなく、インターネット上にアクセスすることでエコチェックを行え
るようにした。 
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第 5 章 環境学習プログラムの実践とその包括的評価  
5.1 目的と従来研究  
 第 3 章では環境学習プログラムの開発について、第 4 章では評価手法の開
発について述べた。本章では、実際に開発したプログラムを学校教育、社会
教育で実践し、その評価を包括的に行う。  
 環境学習プログラムの実践研究は、これまでも数多く行われているが、第
1 章で述べたように、環境学習の実践を体系的に概観した上で、学校教育だ
けでなく社会教育において、日常の生活の中で環境に配慮した行動をとるこ
とを目指した環境学習の実践研究や学習成果を子どもたちの長期的な行動
の変容で評価する試みは行われていない。  
 そこで本章では、学校教育だけでなく社会教育において、日常の生活の中
で環境に配慮した行動をとることを目指した環境学習の実践を行う。さらに、
スクール型においては、その学習効果を子どもたちの長期的な行動の変容と
いう視点で評価することを目的とする 1）。  
 
5.2 デザインの評価を中心としたイベント型プログラムの実践とその包括
的評価  
5.2.1 イベント型プログラムの実践  
イベント型プログラムをユニラブにて実践した。ユニラブとは、早稲田大
学理工学部が毎年主催している小中学生向けの環境科学実験教室であり、
2007～2009 年は東京都にある理工キャンパス（理工ユニラブ）及び埼玉県
にある本庄キャンパス（本庄ユニラブ）でプログラムを実施した。プログラ
ムはそれぞれの年度とも 5 プログラムずつ実施した。なお、本プログラムの
実施は早稲田大学理工学部永田勝也研究室に所属する 3 年生が行い、筆者は
そのプログラム開発及び実践を指導した。参加者は、各プログラムとも小学
校中学年～中学生の 10 名～20 名程度、時間は 90 分である 2)。ユニラブの
概要を表 5-3 に示す。  
                                                  
1）  もちろん、ブース型やイベント型などでも学習効果を長期的な行動の変容で評価
することは重要であるが、ブース型、イベント型とも長期間実施するタイプのプロ
グラムではないため、今回はスクール型のみでの実施とした。  
2) 参加者は、事前に申し込みを行い、抽選の結果選ばれた。  
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名称  2007・08・09 年度理工学部  
ユニラブ  
2007・08・09 年度本庄  
ユニラブ  
開催場所  早稲田大学大久保キャンパス  早稲田大学本庄キャンパス  
対象  小学生～中学生  
実施形態  イベント型  
2007 テーマ  エレベータ、風力発電、ELG、バイオマス、ガス検知  
2008 テーマ  風力発電、排出量バトルカード、冷却、光触媒、床発電  
2009 テーマ  遮熱塗料、発電ゲーム、PLG、ヒートポンプ、まちづくり  
 
実施したそれぞれの 2007・2008 プログラムについて説明する。  
 
①ELG（2007）  
本プログラムの目的は、エコライフゲームを通じて、自分の行動による環
境への負荷、環境と経済の関係性、職業別の環境との関係性を学ぶことであ
る。エコライフゲームの中には、手洗い、手回し発電、ゴミの分別などを体
験するマスもあり、ゲームと体験の両面から環境配慮生活の大切さを学んだ。 
 
 
 
 
 
 
 
     図 5-1 エコライフゲーム        図 5-2 体験の様子              
 
②人を動かすにはどれくらいのエネルギーがいるの？（2007）  
本プログラムでは、エレベータの仕組みや消費電力量について学習するこ
とを目的とする。はじめにエレベータの模型を用いた実験を通じてエレベー
表 5-3  ユニラブの概要  
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タの仕組みを理解した後、エレベータへの試乗を行った。その後、個人の基
礎代謝量の計算からエレベータを利用する場合とひとが自ら階段を上る場
合との消費エネルギーの比較を行った。さらに省エネを考慮した最先端のエ
レベータ技術を紹介し、日常生活での省エネへの取り組みに対する理解へと
展開した。  
 
 
  
 
 
 
 
図 5-3 エレベータの仕組みを説明する様子  図 5-4 基礎代謝を計測する様子  
 
③風力発電の仕組みを学ぼう！（2007）  
本プログラムでは、風力発電の仕組みを理解することを目的とする。講義
では、自然エネルギーのひとつである風力発電の紹介から始まり、風車の羽
の製作を行い、実際にその風車を用いての風力発電による自動車レースを行
った。羽を各自で製作するため、より工学的な視点を必要とされる製作課題
となった。そして最後に講義を行い、自然エネルギー、風力発電への理解を
深めた。  
 
 
 
 
 
 
 
   図 5-5 羽の製作の様子       図 5-6 レース   
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④お米やとうもろこしで燃料や製品ができる！（2007）  
本プログラムでは、バイオマス利用の原理、可能性を理解することを目的
とする。講義の最初は、携帯電話、パソコン、ボールペン、歯ブラシなど実
際に市販されているバイオマス製品を用いて、バイオマスの紹介を行った。
さらに、ぽんぽん船の製作へと移り、バイオマスを燃料としたぽんぽん船の
レースを行った。最後に改めて講義を行い、新エネルギーとして期待される
バイオマスへの理解を深めた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
     図 5-7 バイオマス製品     図 5-8  ポンポン船  
 
⑤CO2 を測ってみよう！（2007）  
本プログラムでは、CO2 の濃度について理解することを目的とする。教具
としてガス検知管を用い、地球温暖化の現状や仕組みを学んだ後、部屋の空
気、ひとの息、自動車の排気ガス、光合成を行う植物まわりの空気、等様々
な条件下での CO2 濃度の測定を行う調査へと移った。調査後、各 CO2 濃度
を比較する中で地球温暖化への理解を深めると共に、自らの生活での CO2
削減について考えた。そして最後に、地球温暖化による氷床の減少を予測す
るクイズをグーグルアースを用いて行い、環境配慮行動について理解を深め
た。  
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   図 5-9 自動車の排気ガスの計測  図 5-10 植物まわりの計測  
 
 
⑥冷気ゲットだぜ！～氷のツリーを作ってみよう～（2008）  
本プログラムでは、気化熱の仕組みを学ぶことを目的とする。冷蔵庫やエ
アコンの冷える仕組みについてクイズで解説した後、気化熱の実験や、気化
熱を利用した氷のツリー作りを行った。最後に、冷える際の消費電力量につ
いて学び、環境配慮行動について理解を深めた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
   図 5-11 実験の様子         図 5-12 製作した氷のツリー  
 
⑦踏んだだけで電気が作れる！（2008）  
本プログラムでは、圧電素子の仕組みや振動発電の仕組みについて理解す
ることを目的とする。振動発電に関する説明の後、圧電素子使った実験や、
振動発電づくりなどを体験した。最後に、安定的電力供給の難しさ、大変さ
を学び、環境配慮行動について理解を深めた。  
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図 5-13 振動発電づくりの様子    図 5-14 振動発電の説明  
 
⑧風力発電の仕組みを学ぼう！（2008）  
本プログラムでは、風力発電の仕組みを理解することを目的とする。講義
では、自然エネルギーのひとつである風力発電の紹介から始まり、風車の羽
の製作を行い、実際にその風車を用いての風力発電による自動車レースを行
った。羽を各自で製作するため、より工学的な視点を必要とされる製作課題
となった。そして最後に講義を行い、自然エネルギー、風力発電への理解を
深めた。なお、本プログラムは 2007 年度に実施した「風力発電の仕組みを
学ぼう！」の改良版である。最後の講義の説明内容を工夫した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 5-15 羽の製作の様子       図 5-16 発電の様子  
 
⑨魔法のコーティング光触媒！（2008）  
本プログラムでは、光触媒について理解することを目的とする。住宅塗装
95 
やトイレなどで実用化されている光触媒について実験を通して学んだ後、光
触媒を使い、自分だけの小物のコーティングを行う。最後の講義では、光触
媒の今後の利用や効果的な利用について説明し、理解を深めた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 5-17 光触媒の説明の様子     図 5-18 コーディングの様子  
 
⑩バトルカードでＣＯ２削減！（2008）  
本プログラムでは、日常での環境配慮行動について理解することを目的と
する。地球温暖化の現状や仕組みを学んだ後、ＣＯ２削減の方法や環境配慮
行動について、カードゲームを使って学習を行った。最後の講義では、カー
ドに書かれた内容をもとに、自分でできる環境配慮行動について考えた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 5-19 カードゲームの様子     図 5-20 環境配慮行動の説明  
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5.2.2 イベント型プログラムの評価  
参加者は、事前・事後アンケートの記入を行った 3）。以下、図 5-21～5-26
にその結果を示す。結果は、2007 年度、2008 年のものである。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
3）  アンケートの回答者は、2007 年度が 92 名、2008 年度が 85 名である。  
60%
38%
35%
49%
3%
12%
1%
1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
事後
事前
75%
63%
24%
35%
1%
1%
1%
1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
事後
事前
図 5-21  地球環境問題は深刻な問題だと思いますか？（2007） 
図 5-22  地球環境問題に関心がありますか？（2007）  
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図 5-23  環境配慮行動を実行しようと思いますか？（2007）  
図 5-24  地球環境問題は深刻な問題だと思いますか？（2008） 
図 5-25 地球環境問題に関心がありますか？（2008）  
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実施したアンケートの結果及び自由記述から考察を行う。まず、認知の変
容では、「地球環境問題は深刻な問題だと思いますか？」との問いに対して、
事前アンケートでは「とてもそう思う」と答えた人の割合が 63％（2007）、
52％（2008）であったのに対して、事後アンケートでは 75％（2007）、77％
（2008）と増加している。プログラムの中で、地球環境問題の深刻化につい
て説明したことが、認知の増加につながっていると考えられる。  
次に、関心の変容では、「地球環境問題に関心がありますか？」との問い
に対して、事前アンケートでは「とてもそう思う」と答えた人の割合が 38％
（2007）、34％（2008）であったのに対して、事後アンケートでは 60％（2007）、
55％（2008）と増加している。地球環境問題は深刻な問題だと思っている
ものの、地球環境問題にあまり関心がなかった参加者に対して、実験や製作、
ゲームなどを通して関心を持たせることができたことが伺える。  
最後に、行動の変容では、「環境配慮行動を実行しようと思いますか？」との
問いに対して、事前アンケートでは「とてもそう思う」と答えた人の割合が
50％（2007）、41％（2008）であったのに対して、事後アンケートでは 73％
（2007）、63％（2008）と増加している。プログラムにおいて、具体的な環
境配慮行動を示したことが、環境配慮行動の増加につながったと考えられる。 
他方、自由記述からは、「知らない事を知ることができ、環境に関心を持
った」、「ゲームが楽しかったので環境問題に興味をもった」などと言った関
心の高まりに関する記述が多くみられた。こうしたことから、本プログラム
63
41
34
52
3
6
0
1
0% 20% 40% 60% 80% 100%
事後
事前
図 5-26  環境配慮行動を実行しようと思いますか？（2008）  
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は環境問題に関する関心を喚起させ、環境配慮行動を促進させることができ
るプログラムであると考えられる。また、自由記述からは「大学生に教えて
もらえてうれしかった」、「大学生をお手本としたい」というような実施者で
ある大学生に関する記述も見られた。ユニラブは、実施者が参加者の年齢に
近いということもあり、親近感や憧れを持ちやすいという面がある。プログ
ラム内容だけでなく、実施者の年齢、立場などという面も、関心の高まりの
要因となったとも考えられる。  
 
5.2.3 シナリオポイントによるイベント型プログラムの評価  
開発したプログラムについては、シナリオポイントを用いてプログラムの
デザインを評価することで、高度化を図った。シナリオポイントによるプロ
グラムの高度化を図 5-27 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
例えば、光触媒の場合、当初は、講義、観察、講義というプログラムを開
発した。しかし、シナリオポイントで評価したところ 1.33 と低い評価であ
図 5-27  シナリオポイントによるプログラムの高度化  
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ったため、講義、観察、体験、講義というプログラムに改善を図った。さら
に、体験の種類を増やし、順番を変えることで 3.2 までシナリオポイントを
向上させ、プログラムの高度化を図った。  
また、時系列付加シナリオポイントの有効性を検証するために、2008 年
度に実施したユニラブの 5 つのプログラムを対象に、第三者 6）によるプロ
グラム評価との相関を分析した。図 5-28 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第三者は、①テーマ・目標が適切かどうか、②  教える内容・使用した教
材が適切かどうか、③プログラムの流れ・時間配分が適切かどうか、④説明
資料が適切かという 4 つの視点で 5 段階評価を行い、平均値を算出した。こ
の平均値を改善前、改善後シナリオポイントで比較した結果、相関係数に向
上（0.75 から 0.8）が見られ、改善後のシナリオポイントの有効性を確認す
ることができた。  
さらに、付加条件を追加したシナリオポイントの有効性を検証するために、
2008 年度に実施したユニラブの 5 つのプログラムを対象に、第三者 7）によ
るプログラム評価との相関を分析した。図 5-29 に示す  
 
 
                                                  
6）  早稲田大学理工学部永田研究室の学生計 33 人に対して実施した。  
7）  早稲田大学理工学部永田研究室の学生計 33 人に対して実施した。  
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図 5-28  時系列付加シナリオポイントの有効性の検証  
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時系列付加シナリオポイント同様に、第三者が 5 段階評価を行い、平均値
を算出し、改善前、改善後シナリオポイントで比較した結果、相関係数に向
上（0.60 から 0.91）が見られ、改善後のシナリオポイントの有効性を確認
することができた。  
さらに、レーダーチャートを追加したシナリオポイントの有効性を検証す
るために、2009 年度に実施したユニラブの 4 つのプログラムを対象に、ア
ンケート結果とシナリオポイントの比較を行った。図 5-30 に示す。  
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図 5-29  付加条件追加シナリオポイントの有効性の検証  
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プロダクトライフゲームに着目すると、シナリオポイントは 5.71 と他に
比べて高いものの、レーダーチャートのバランスは他のプログラムより悪く、
受講者の印象は低い値を示している。他のプログラムは、シナリオポイント
はプロダクトライフゲームに比べ低いものの、レーダーチャートのバランス
が良く、受講者の印象も高い値を示している。以上のことから、バランスの
悪さが授業内容にも影響しており、レーダチャートの有効性が確認できる。 
以上のことから、イベント型プログラムにおいては、プログラムデザインを適切に
評価でき、ユニラブにおいて環境配慮行動を促進するプログラムが開発できたと結論
づける。  
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プログラム名 シナリオポイント
エコライフゲーム 5.58
自転車発電 5.03
プロダクトライフゲーム 5.71
Power Up 5.89
1番印象に残っている授業
アンケート結果
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図 5-30  レーダーチャートの有効性の検証  
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5.3 学習効果の評価を中心としたスクール型プログラムの実践とその包括
的評価  
5.3.1 スクール型プログラムの実践  
小学校向け環境学習プログラムは、2007～2009 年にかけて実施した。そ
れぞれ開発したプログラムを実施するとともに、学習効果について、第 4 章
で述べた「エコチェック」を用いて環境配慮行動の変容という視点から評価
を行う。実践の概要を表 5-4 に示す。  
 
表 5-4 スクール型プログラムの実施概要  
タイトル  内容  
東京都  
金町  
小学校
（200）  
千葉県  
富里第一  
小学校
（2007）  
東京都  
金町  
小学校
（2008）  
東京都  
金町  
小学校
（2009）  
① ELG を
しよう  
環境問題と経済の関係やキ
ャリアと環境問題の関連に
触れ、今後の学習への動機付
けを行う。  
1 時間目  1 時間目  1 時間目  1 時間目  
②エコチェ
ックをしよ
う  
エコチェックを活用し、自ら
の日常生活を振り返り、環境
配慮行動を考える．  
2 時間目     
③ PLG を
しよう  
自動車の製造・使用・廃棄の
ライフサイクルをゲームで
学ぶ。  
   2 時間目  
④ CO2 を
はかろう  
  
「ガス検知管」を使用し．実
際に学校の周りの二酸化炭
素を計測する。  
3 時間目  2 時間目  2 時間目   
⑤風力発電
を学ぼう  
PowerUp で風力発電の仕組
みを学び実際に風力発電を
製作する。  
  3 時間目  3 時間目  
⑥調べ学習
をしよう  
「葛飾区の環境問題」に関す
る調べ学習を行い、自らが実
4・5 時間
目  
 
4・5 時間
目  
4・5 時間
目  
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 践できることを検討する。さ
らに成果の発表により具体
的な行動の定着へと狙う。  
⑦発表しよ
う  
 
2007 年は、東京都葛飾区立金町小学校 6 年生 56 名及び千葉県富里市立富
里第一小学校 5 年生 28 名を対象に環境学習プログラムの実践を行った 8）。
金町小学校 6 年生では、総合的な学習の時間において実践を行った。  
授業のねらいは、児童の環境配慮行動を促進させることである。プログラ
ムの内容は、まず初めに動機付けとして、環境問題に関する講義を行った後、
エコライフゲームを行った。エコライフゲームとは、筆者らが開発した環境
問題と経済、自己のキャリア形成をすごろく形式で学ぶゲームである。その
後、第 2 回目の授業では、環境問題に関する講義・討論を行った後、自身の
日常生活での環境配慮行動をチェックする活動を行い、自分の生活を振り返
った。第 3 回目の授業では、二酸化炭素に関する講義を行った後、ガス検知
管を使い、教室、学校周辺の道路、車の排気ガス、植物のまわりなどの二酸
化炭素濃度を計測した。さらに、第 4・5 回目の授業では、自分達の生活を
振り返りながらグループ単位で調べ学習を行い、自分達の意見を模造紙にま
とめて発表した。児童からは、エコワットでテレビ・パソコン・加湿器の電
力消費量を計測し、節電方法を提案する内容や、近くのスーパーで 120 名を
対象にレジ袋についてのアンケート調査を実施し、マイバックを普及させる
ための方法を考えた内容、身近な二酸化炭素削減方法を考える内容などの発
表があった。  
2008 年度は、東京都葛飾区立金町小学校 6 年生 2 クラス計 58 名および未
受講の 5 年生 1 クラス 28 名を対象に環境学習プログラムの実践を行った。  
プログラムのねらいは、日常生活における環境に配慮した行動の定着であ
る。まず初めに動機付けとして、環境問題に関する講義を行った後、エコラ
イフゲームを行った。その後、第 2 回目の授業では、二酸化炭素に関する講
義を行った後、ガス検知管を使い、教室、学校周辺の道路、車の排気ガス、
植物のまわりなどの二酸化炭素濃度を計測した。第 3 回目の授業では、日本
                                                  
8）  事前の教員へのヒアリングから、5 年生と 6 年生の環境配慮行動への知識、関心の
差はほとんどないと考えられる。  
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IBM と連携し、日本 IBM が開発したシリアスゲーム「PowerUp」で風力発
電の仕組みについて学んだ後、風力発電キットを用いて風力発電を実際に体
験させた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3.2 エコチェクによるスクール型プログラムの評価  
2007 年度は、金町小学校において、エコチェック 2007 を用いて、第 2
回の授業実施から調べ学習の発表終了までの期間で実施した。本来であれば、
授業実施前からエコチェックを実施すべきであるが、学校側との日程調整の
結果、第 2 回目 11 月 22 日からの実施となった。チェック回数は 12 回であ
る。金町小学校 6 年生におけるエコチェックによる 56 名の児童のポイント
の平均値を図 5-32 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-31 風力発電授業の実施の様子  
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金町小学校でのエコチェックの平均値は、第 1 回目が 22.91、第 2 回目が
26.58、第 3 回目が 28.93、第 4 回目が 29.75、第 5 回目が 30.10、第 6 回目
が 31.12、第 7 回目が 30.08、第 8 回目が 29.68、第 9 回目が 30.30、第 10
回目が 31.68、第 11 回目が 32.55、第 12 回目が 31.50 であった。全 12 回
の平均値は 29.60 であった。なお、エコチェック第 1 回目が環境学習プログ
ラム②日常の生活をチェックしようの直後、第 2 回目が環境学習プログラム
③二酸化炭素をはかってみようの直後、第 4 回目以降が環境学習プログラム
④調べ学習・発表の直後、もしくは途中である。また、全 12 回のエコチェ
ックを通して削減した二酸化炭素量は、児童一人あたり、1 日平均で 0.97
㎏である。  
一方、富里第一小学校におけるエコチェックは、第 1 回目の授業「エコ
ライフゲームをしよう」の実施約 1 週間前から第 2 回の授業「二酸化炭素を
はかってみよう」の終了後までの期間で実施した。チェック回数は 8 回であ
る。エコチェックによる 28 名の児童のポイントの平均値を図 5-33 に示す。 
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回数  図 5-32 金町小学校 6 年生の獲得  
 ポイントの平均の推移  
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富里第一小学校でのエコチェックの平均値は、第 1 回目が 23.94、第 2 回
目が 27.12、第 3 回目が 30.23、第 4 回目が 30.10、第 5 回目が 29.92、第 6
回目が 29.12、第 7 回目が 31.20、第 8 回目が 32.16 であった。全 8 回の平
均値は 29.22 であった。なお、エコチェック第 3 回目が環境学習プログラム
①のエコライフゲームをしようの直後、第 6 回目が環境学習プログラム②の
二酸化炭素をはかってみようの直後である。  
 本研究の結果から、評価手法ついて考察する。なお、考察にはエコチェッ
クの結果の他に児童へのアンケート、児童のコメントカード、担任教員への
ヒアリングを用いた。  
 まず、エコチェックの結果を見てみると、金町小学校の第 1 回目の平均値
は 22.91 であるのに対して、第 12 回の平均値は 31.50 とポイントが高くな
っており、環境学習を実施したことにより児童の環境配慮行動が促進された
ことがわかる。これは、全 12 回の平均が 29.60 であるのに対して、第 10
回目が 31.68、第 11 回目が 32.55、第 12 回目が 31.50 とポイントが高くな
っていることからもうかがえる。また、第 1 回目と第 12 回目の平均の差を
被験者内一要因の分散分析により比較したところ、有意差が認められた。
0
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40
45
1 2 3 4 5 6 7 8
点数  
回数  
図 5-33 富里第一小学校 5 年生の  
獲得ポイントの平均の推移  
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（F(1、54) =65.78、p<0.05）  
 富里第一小学校に関しても、授業実施前の第 1 回目が 23.94、第 2 回目が
27.12 であるのに対して、授業実施後の第 8 回目が 32.16 とポイントが高く
なっており、環境学習を実施したことにより児童の環境配慮行動が促進され
たことがわかる。これは、全 8 回の平均値が 29.22 であるのに対して、第 6
回目が 29.12、第 7 回目が 31.20、第 8 回目が 32.16 とポイントが高くなっ
ていることからもうかがえる。また、第 1 回目と第 8 回目の平均の差を被験
者内一要因の分散分析により比較したところ、有意差が認められた。（F(1、
24) =28.05、p<0.05）  
さらに、児童向けのアンケートで「授業前と授業後の環境配慮行動」につ
いて調査をしたところ、金町小学校では 55 名中 44 名（80％）9)が、授業前
に比べてとても／まあまあ環境配慮行動をするようになったと回答し、富里
第一小学校では 27 名中 26 名（96.3％） 10）が授業前に比べてとても／まあ
まあ環境配慮行動をするようになったと回答している。このことからエコチ
ェックのポイントと児童の意識に乖離がないことがわかり、学習効果を定量
的に評価できていると言える。  
エコチェックの回答項目を分析すると、多くの児童が行動できていると答
えた質問項目として「家の中で人がいない部屋の照明を消す」、「家族が資源
ごみを捨てる時に可燃物を混ぜずに分別するようにすすめる」、「ノートを最
後まで使い切る」、「私が資源ごみを捨てるときは可燃物に混ぜずに分別す
る」などがあった。他方、多くの児童が行動できていないと答えた質問項目
として、「テレビを見る時間を 1 時間短縮する」、「照明の使用時間を 1 時間
削減する」、「水筒を持ち歩いてペットボトルの使用を減らす」、「私が買い物
時はマイバックを使い、レジ袋を使わない」などがあった。ゴミの分別や照
明を消すといったことはできていても、根本的な電気の省エネルギーやマイ
バックの使用などについてはまだ行動できていないという現状がうかがえ
る。こうした点を踏まえたプログラムづくりも必要であると考えられる。  
次に、2008 年は、高度化した評価システムであるエコチェック 2008 を用
                                                  
9) 本来は 56 名であるが、アンケートを実施した際に 1 名欠席があり、55 名から回答
を得た。  
10）本来は 28 名であるが、アンケートを実施した際に 1 名欠席があり、27 名から回答
を得た。  
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いて、環境学習プログラムを受講した東京都葛飾区立金町小学校 6 年生 2 ク
ラス計 58 名および未受講の 5 年生 1 クラス 28 名を対象としてエコチェッ
クを実施した。期間は、環境学習プログラム実施期間の約 2 ヶ月間である。 
プログラム受講生および未受講生について、出題された環境配慮行動を指
定期間内に実行した確率である「実行率」と指定された期間内に実行した環
境配慮行動ひとつあたりの行動回数である「平均実行回数」を算出した。実
行率の平均値の推移を図 5-34 に、児童の 1 問あたりの実施回数の平均値を
図 5-35 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-34 児童の平均実行率の推移 
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実行率を見てみると、プログラムを受講した 6 年生の第 1 回目が 67.6%、
第 2 回目が 60.1%であるのに対して、第 14 回が 79.3%、第 15 回目が 83.9%
である。一方、プログラムを受講していない 5 年生では、第 1 回目が 60.5%、
第 2 回目が 66.7%であるのに対して、第 14 回目が 67.7%、第 15 回が 89.4%
である。平均値を比較すると 6 年生が 75.6%、5 年生が 70.0%であることか
ら、環境学習プログラムを実施した児童と実施していない児童の差に有意な
差は見られない。  
これに対し、環境配慮行動ひとつあたりの実施回数の平均値を見ると、プ
ログラムを受講した 6 年生の第 1 回目が 1.00 回、第 2 回目が 1.00 回である
のに対して、第 15 回が 5.25 回、第 16 回目が 5.22 回である。一方、プログ
ラムを受講していない 5 年生では、第 1 回目が 2.34 回、第 2 回目が 2.90 回
であるのに対して、第 14 回目が 3.54 回、第 15 回が 2.96 回である。平均値
を比較すると 6 年生が 4.65 回、5 年生が 3.08 回であることから、環境学習
プログラムを実施した児童の方が実施していない児童に比べ、環境配慮行動
図 5-35 児童の平均実行回数の推移 
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が促進されたようである。  
 また、環境学習プログラムを受講した 6 年生の中から、環境学習に意欲の
高い児童 7 名と意欲の低い児童 7 名を担当教諭と相談して抽出し、その変容
を考察した。意欲の高い児童と低い児童の比較の平均値を図 5-36 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 問あたりの実施回数の平均値では、意欲の高い児童が 5.25 回であるのに
対し、意欲の低い児童は 4.34 回と差が見られた。一方、プログラム開始時
には、意欲の高い児童と低い児童で環境配慮行動に差が見られるものの、プ
ログラムの終了時には有意な差はほとんど見られなかった。  
  
5.3.3  テキストマイニングによるスクール型プログラムの評価  
 感想文のテキストマイニング分析により、スクール型プログラムの評価を
行った。一例として風力発電プログラム、ELG のテキストマイニング分析
結果を図 5-37、図 5-38 に示す。  
 
 
 
 
図 5-36  意欲の高い児童と低い児童の比較 
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おける重要点、他クリーンエ
ネルギーにまで言及
図 5-37 風力発電プログラムのテキストマイニング分析  
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分析では、検索対象語と同文に共存するキーワードの抽出を行い、は検索対象語と
抽出されたキーワードが同じ文中に出現した回数である共起回数を縦軸に、検索対象
語とキーワードとの関連性の強さを示す値である Jaccard 係数を横軸にとり、マッピ
ングを行ったところ、風力発電プログラムでは、エンジニアや仕組みなどのキーワー
ドが抽出された。また、ELG では、ELG 内の具体的な環境配慮行動に関するキーワ
ードが抽出されたことから、知識の定着、行動意欲の向上が読み取れる。  
以上のことから、スクール型プログラムにおいても、環境配慮行動を促進するプロ
グラムが開発できたと結論づける。  
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図 5-38 ELG のテキストマイニング分析  
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5.4 その他の実践形式の実践とその包括的評価  
5.4.1 ブース型プログラムの実践  
 
ブース型では 3 年にわたり実践を行った。新エネルギーに関する知識を身
につけることを目的とした「風力発電」や環境配慮行動を学ぶことを目的と
した ELG を用い、環境のイベントである「かつしか緑化フェア」及び「北
九州エコライフステージ」などで実践を行った。概要を表 5-1 に示す、  
 
 
 
年度  2007 2008 2009 
イベント名  北九州エコライフス
テージ 2007 
北九州エコライフス
テージ 2008 
江戸川区民大会  
EarthDayTOKYO 
かつしか緑化フェア  かつしか緑化フェア  かつしか緑化フェア  
エ コ ラ イ フ フ ェ ア
2009 
プログラム  お菓子の包装  ELG ELG 
風力発電  
 
かつしか環境イベントは、各団体がブースごとに環境問題に対する展示品
や環境学習プログラムの実施を行う葛飾区のブース型の催しである。プログ
ラムには約 30 人ずつ参加者が現れ、親子で訪れる参加者が多かったが老若
男女さまざまの参加が見られた。  
北九州エコライフステージ 2007 は、各団体がブースごとに環境問題に対す
る展示品や環境学習プログラムの実施を行う北九州市のブース型の催しで
ある。北九州市では「世界の環境首都」づくりの一環として、市民主体の様々
な環境活動や催しなどを行う「北九州エコライフステージ」を推進している。
プログラム 2007、2008 ともは 2 日間実施し、それぞれ約 200 名の参加者が
あった。  
 
表 5-1 かつしか緑化フェアの概要  
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5.4.2 ブース型プログラムの評価  
ブース型プログラムの参加者には事後アンケートに協力してもらい 10）、
簡単なヒアリング感想の交流も行った。以下、図 5-40～5-43 にその結果を
示す。  
 
27.5 1.72.5 32.2 27.5 8.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
小学生
中学生
大学生
主婦
お年寄り
その他
 
 
 
                                                  
10）  アンケートに回答したのは 135 名、そのうち、ヒアリングを行ったのは子どもを
中心に 10 名である。  
図 5-39 ブース型での実践の様子  
図 5-40  参加者の割合  
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実施したアンケートの結果から考察を行う。  
まず、参加者の内訳は、小学生 27.5％、中学生 1.7％、主婦 32.2％、お年
寄りが 27.5％、大学生が 2.5 ％、その他が 8.6％であった。実践前は、小学
図 5-41  なぜ参加しましたか？  
図 5-42  プログラムは理解できましたか？  
図 5-43  学んだ内容を実践しますか？  
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生や中学生などの子どもたちをメインターゲットとしていたが、結果的には
主婦やお年寄りなど比較的年齢層の高い方の参加が多かった。  
次に、参加の理由である「何故この体験を行おうと思いましたか？」につ
いては、見ていて面白そうだったからが 38.5％、テーマが身近なものだった
からが 37.7％、テーマに関心を持っていたから 14.1％、景品がもらえるか
ら 6.7％、なんとなく 3.0％であった。体験を行った理由については、「見て
いておもしろそう」、「テーマが身近だった」の順に多く、ブース型について
は、いろいろなブースを見た歩く人が多いため、見ている人の意識を引くよ
うなプログラムの開発が重要である。  
体験内容については、99.2％がとてもよくわかった／よくわかったと回答
している。小学生や中学生をメインターゲットと想定し、プログラムの開発
を行った分、比較的年齢層の高い年代の方にも理解されやすかったと考える。 
最後に、環境配慮行動に関する「今回学んだことを家庭で実践してみよう
と思いますか？」という問いに対しては、98.4％が必ず実施したい／実施し
たいと回答している。子どもも比較的年齢層の高い年代の方もほぼ同じ割合
が必ず実施したい／実施したいと答えていることからも、本プログラムは環
境配慮行動を促進させることができるプログラムであると考えられる。  
一方、参加者、特に小学生へのヒアリングからは、見て楽しそうだったか
ら参加したという意見や実際に分別をすることが楽しかった、短い時間だっ
たので集中して取り組めたなどの意見が挙がった。実物を置くことで来場者
の目を引ける工夫や体験や製作によって手を動かし、興味を持続させる工夫
が効果的であったことが伺える。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
118 
5.5 まとめ  
本章では、開発した環境学習プログラム及び教具を用い、社会教育、初等
中等教育において実践し、その成果を定量的に評価した。本章で得られた知
見を以下に整理する。  
 
1）イベント型プログラムの実践とその評価  
・開発したイベント型プログラムを用い、早稲田大学理工学部が毎年主催
している小中学生向けの環境科学実験教室であるユニラブで実践、評価
を行った。  
 ・評価結果からは、認知、関心、行動のすべてにおいて環境配慮に関する
正の変容がみられた。特に、実験や製作、ゲームなどが関心の向上に、
具体的な環境配慮行動を示したことが、環境配慮行動の増加につながる
ことが明らかになった。また、プログラム内容だけでなく、実施者の年
齢、立場などという面も、関心の高まりの要因となったことが明らかに
なった。  
 
2）スクール型プログラムの実践とその評価  
  ・スクール型環境学習プログラムは、2007 年は東京都葛飾区立金町小
学校 6 年生 56 名及び千葉県富里市立富里第一小学校 5 年生 28 名、2008
年及び 2009 年は東京都葛飾区立金町小学校 6 年生 2 クラス計 58 名を
対象に実践、評価を行った。上記に加えて、評価は 2008 年度において、
プログラム未受講の 5 年生 1 クラス 28 名を対象として行った。  
 ・2007 年のエコチェックを用いた評価では、環境学習プログラム実施前
と実施に有意な差が見られ、環境学習プログラムが環境配慮行動を促進
したことが明らかになった。  
 ・2008 年のエコチェックを用いた評価では、平均実行回数では、環境学
習プログラムを実施した児童と実施していない児童の差に有意な差は
見られなかったが、環境配慮行動ひとつあたりの実施回数の平均値を見
ると、環境学習プログラムを実施した児童の方と実施していない児童に
有意な差が見られ、環境学習プログラムが環境配慮行動を促進したこと
が明らかになった。  
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 ・環境学習に意欲の高い児童 7 名と意欲の低い児童 7 名について、1 問あ
たりの実施回数の平均値で比較したところ、プログラム開始時には、意
欲の高い児童と低い児童で環境配慮行動に差が見られるものの、プログ
ラムの終了時には有意な差はほとんど見られないことが明らかになっ
た。  
 
3）ブース型プログラムの実践とその評価  
・開発したブース型プログラムを用い、環境のイベントであるかつしか緑
化フェア及び北九州エコライフステージなどで実践、評価を行った。  
・風力発電や ELG の実物を置くことで来場者の目を引ける工夫や体験・
製作によって手を動かし、興味を持続させる工夫が効果的であったこと
が明らかになった。  
78 
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第 6 章 結論および今後の展望 
6.1 結論 
本研究では、社会教育及び初等中等教育において、環境学習を体系的に整理するととも
に、環境に配慮した行動を促進できるグリーンコンシューマーの育成を目指した環境学習
のプログラムの開発・実践とその評価手法の開発を行うこと目的として、検討を行った。 
以下に本研究で得られた知見を整理する。 
 
1）環境学習データベースの構築とその活用 
・環境学習プログラムの実施形式をイベント型、ブース型、スクール型に分け、「プログ
ラムの概要」「プログラムの内容」「プログラムの評価」の 3 つのステップで整理を行
い、238 の事例を掲載した。 
・データベースから実施の形態についての考察を行ったところ、環境学習が、学校教育
だけでなく社会教育全般で実施されているということが明らかになった。また、分野
別環境学習プログラムの実践割合について考察を行ったところ、自然体験だけで終わ
らない環境学習の開発環境に配慮した行動を促進させることを目指した環境学習のプ
ログラムの開発・実践の必要性が明らかになった。 
・学習教具は、環境学習プログラムを実施する上で多く使用されているものの、教具に
関して体系的に整理している例はあまり見られなかったことから、「基本情報」、「内容」
の 2 つのステップで整理を行い、102 の事例を掲載した。 
・データベースから、分野ごとの割合について考察を行ったところ、地球温暖化が 25％、
エネルギー枯渇が 32％、水質汚染が 15％と多く見られた。また、教具の対象人数を
比較したところ、1 人向けの教具が多いことが明らかになった。 
 ・開発した実践初心者向けデータベースを実践初心者及び環境学習施設のインタープリ
ターにより評価したところ、特に実践初心者において、イラストを多用し、TOP ペー
ジの情報を絞ったこと、単に情報を羅列するだけでなく、内容を構成する手法ごとに
提示したこと、プログラムの流れも手法ごとに時間を区切った形で提示したことなど
が高評価を得たことから、これらの工夫が活用において重要であることが明らかにな
った。 
 
2）環境学習プログラム及び教具の開発 
 ・第 2 章で構築した DB やアイデアシート、シナリオシートを活用し、実践初心者にも
使い易いプログラムの開発フローを提案した。開発フローに活用したアイデアシート
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では、KJ 法やブレーンストーミングの手法を用いてたくさんの手法やアイデアを考え
ることにより、プログラムの開発をサポートすることができる。また、シナリオシー
トでは、アイデアシートで考えた手法のデザインや時間配分を考える事で、プログラ
ムの流れをシミュレーションすることができる。 
・環境学習の多様な実践形式について検討を行い、自由に行き来する人が興味を持った
ら参加するブース型、予め応募者を募り一定時間を区切り実施するイベント型、小学
校等に出前授業を行うスクール型の 3 つの実施形式を提案した。プログラムの開発は、
イベント型を基本に、特性にあわせてスクール型、イベント型へと高度化を行い、合
わせて 27 プログラムを開発した。 
・グリーンコンシューマーの育成を念頭におき、人間の成長過程に応じた日常における
環境配慮行動を学ぶ学習教具 ELG (Eco Life Game)を開発し、3 つの実施形式の特性
に合わせて、学習性やゲーム性、所要時間などの高度化を図った。高度化を図った ELG
は、環境学習施設のインタープリターへの検証からその有効性を示した。 
 ・製品のライフサイクルアセスメント（LCA）を教えるためのすごろく式のボードゲー
ム PLG（Product Life Game）を開発し、環境学習施設のインタープリターへのヒア
リングから、イラストや説明などを改善し、高度化を図った。 
  
3）環境学習プログラムの評価手法の開発 
・プログラムの構成の評価については、体験・観察・講義・製作・調査・討論・見学・
評価・反省・創作などの手法を能動性レベルと動作性にわけ、この手法の組み合わせ
によるプログラムの評価点をシナリオポイントとして評価を行った。 
・シナリオポイントの高度化を図り、従来の動作性、思考性による手法のポイントを時
系列で並べ、各手法のポイントに所要時間をかけたものを合計時間で割ることで、シ
ナリオポイントを算出する時系列付加のシナリオポイントを開発した。 
・シナリオポイントの高度化を図り、実践初心者でもマッピングしやすいよう付加条件
をつけたシナリオポイントを開発した。また、シナリオポイントの配点と手法のバラ
ンスをとるため、レーダーチャートを付加したシナリオポイントを開発した。 
・学習効果の評価として、環境学習による児童の行動変容を考察することを目的とした
評価手法「エコチェック」を開発し、FeliCa でも Web でもログインを可能とした。 
・従来の選択式アンケートでは読み取れない児童の学習効果を分析することができるよ
うに、自由記述式感想文を定量的に分析するテキストマイニングによる評価手法を開
発した。 
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4）環境学習プログラムの実践とその評価 
・開発したブース型プログラムを用い、実践、評価を行ったところ、実物の菓子を置く
ことで来場者の目を引ける工夫や開封や分別によって手を動かし、興味を持続させる
工夫が効果的であったことが明らかになった。 
・開発したイベント型プログラムを用い、実践、評価を行ったところ、認知、関心、行
動のすべてにおいて環境配慮に関する正の変容がみられた。特に、実験や製作、ゲー
ムなどが関心の向上に、具体的な環境配慮行動を示したことが、環境配慮行動の増加
につながることが明らかになった。また、プログラム内容だけでなく、実施者の年齢、
立場などという面も、関心の高まりの要因となったことが明らかになった。 
 ・2007 年のエコチェックを用いた評価では、環境学習プログラム実施前と実施に有意な
差が見られ、環境学習プログラムが環境配慮行動を促進したことが明らかになった。 
 ・2008 年のエコチェックを用いた評価では、平均実行回数では環境学習プログラムを実
施した児童と実施していない児童の差に有意な差は見られなかったが、環境配慮行動
ひとつあたりの実施回数の平均値を見ると、環境学習プログラムを実施した児童の方
と実施していない児童に有意な差が見られ、環境学習プログラムが環境配慮行動を促
進したことが明らかになった。 
 ・環境学習に意欲の高い児童と意欲の低い児童について、1 問あたりの実施回数の平均
値で比較したところ、プログラム開始時には、意欲の高い児童と低い児童で環境配慮
行動に差が見られるものの、プログラムの終了時には有意な差はほとんど見られない
ことが明らかになった。 
・テキストマイニングによる分析では、学習内容に関するキーワードの分類が行われ、
特に行動意欲の向上に関する記述が見られたことから、プログラムの有効性を示した。 
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6.2 今後の展望 
 本論文では、環境学習プログラムの開発、実践、評価について述べたが、今後こうした
環境学習プログラムを継続的に実施し、普及させていくためには、さらなる取り組みが必
要である。そこで、NPO の試みと NPO 活動を踏まえた環境学習の普及についての展望を
述べる。普及のための全体像を図 6-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.2.1 ＮＰＯとしての展開 
学校教育や社会教育において環境学習を実施する場合、例えよいプログラムを開発・実
践したとしても、単に大学での研究のためというだけでは取り組みの継続や普及は難しい。
そこで、筆者は 2007 年 11 月に「NPO 早稲田環境教育推進機構」を設立した 1）。本 NPO
は、早稲田大学永田研究室が母体となり、早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科の学
生や企業などが参加している。本 NPO の目的を以下に挙げる 2）。 
 
                                                  
1）理事長を永田勝也（早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科教授）が務め、筆者は副理事長を務め
る。詳しくは http://we-npo。main。jp/を参照のこと。 
2） NPO の定款に記載している目的である。 
 図 6-1 環境学習普及のための全体像 
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1990 年代に指導要領が整備されて以降、2004 年に環境保全活動・環境教育推進法
が公布されるなど、現在、環境教育は小学校の総合学習等で積極的な展開が図られて
いる。エココンシューマー・エコユーザーの育成を中心とした環境教育は、学校や地
域コミュニティのなかでより一層の重要性が増しており、効果的なプログラム開発・
企画・指導・実践が行えるリーダー人材の養成が求められている。また、各種産業の
現場における環境配慮の取り組みを学校教育等で伝え、対話する取り組みも必要とな
ってきている。そこで本団体では、これらの環境教育の実施を推進・支援することを
目的とする。 
 
 こうした目的を達成するため、本論文で得られた知見を活用し、①企業の環境教育プロ
グラムの作成・実践・サポート、②小・中・高等学校での環境教育の実施・サポート、③
環境教育を指導する人材の育成、④環境教育の評価などの事業を行っている。 
具体的には、主に学校での環境学習を支援するため、早稲田大学大学院環境・エネルギ
ー研究科が持つ環境技術及び関連企業の持つ環境技術をわかりやすく紹介しながら授業を
行っている。また、企業と連携したプログラムの開発や企業の持つ環境学習プログラムの
評価、さらに各地の教育委員会と連携したスクール型プログラムの普及などを行っている。
これまでに、埼玉県本庄市内の小学校をはじめ、千葉県、神奈川県など、小学校 10 校、中
学校 5 校、高校 1 校、環境イベント 5 回の約 1500 名を対象に授業を行っている。 
 
6.2.2 産学連携による環境学習の展開 
 NPO の活動を踏まえて、環境学習の普及の展望について、学校との連携、企業との連携
の観点から述べる。 
学校との連携を推進していくためには課題も多い。例えば、「本 NPO の認知不足」、「教
員の環境問題等の理解不足」などが挙げられる。これまで、NPO が中心となり、多くの学
校で授業を行ってきたが、まだ環境学習の実施を希望する多くの学校に本 NPO が認知さ
れているとは言い難い。また、環境学習を実施する教員側も、充分な知識を持っていると
は言い難い。 
そこで今後は、これまでの大学・NPO と学校という連携から、大学・NPO と教育委員
会と学校という教育委員会を交えた形での連携を図る。教育委員会と連携を図ることで、
各学校への NPO の取り組みの周知はもちろん、NPO が環境問題、環境学習について教え
る「教員研修」を開催することができる。図 6-2 に教育委員会との連携モデルを示す。 
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 実際に、現在、埼玉県本庄市、東京都三鷹市、神奈川県横浜市の教育委員会と連携を進
めており、市内の多くの学校から授業の依頼を受けている。また、教員向けの研修も計画
されており、普及に向けた取り組みが進められている。 
 他方、企業との連携による環境学習の普及については、日本 IBM 株式会社及びタカラト
ミー株式会社との連携を図っている。日本 IBM では、自社技術により開発された
POWER-UP を活用した環境学習プログラムの開発・実践を CSR 活動として行うことを模
索していたことから、連携を図った。また、タカラトミーとは、ELG の発想をもとにした
コンシューマー向け玩具の製作で連携を図っている。タカラトミーとの連携について図 6-5
に示す。 
 
 
 
 
 
 
 図 6-2 普及に向けた教育委員会との連携モデル 
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また、株式会社早稲田環境研究所（WEI）とは、エネルギーの「見える化」「見せる化」
プロジェクトの共同実施において連携を図っている。このプロジェクトでは、子どもたち
が小学校内での省エネルギー化を探索し、実施する。実施結果は、モニタリングシステム
のデータにより閲覧（見せる化）し、確認・検証・家庭での省エネを同様に調査し、改善
策を考える。本プロジェクトでは、横浜市教育委員会の協力を経て進めている。図 6-4 に
プロジェクトの全体図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6-3 タカラトミーとの連携による環境学習の普及 
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6.2.3 他分野連携による環境学習の普及 
 その他の分野との連携による環境学習の普及について述べる。 
 まずは、大学の教育学部との連携の推進である。環境学習の普及を促進するためには、
環境学習指導者の養成が必要であり、環境学習指導者に向けた研修の実施が求められる。
そこで、教員だけでなく、筆者が所属する教育学部での学生や地域向けの環境学習論の実
施や、教育委員会主催の総合的な学習研究部会における研修会などを実施していく。図 6-5
に指導者養成の展開図を示す。 
 
 図 6-4 地方自治体と連携したエネルギーの「見える化」 
 「見せる化」プロジェクト 
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 さらに、環境学習指導者を養成し、プログラムを普及して行くためには、全国各地にあ
る環境学習施設の連携も重要となる。しかし、環境学習施設との連携を推進していくため
には課題も多い。例えば、学校と違い、環境学習施設は、環境学習施設間での連携が少な
く、情報の共有もあまり行われていない。そのため、たとえ何処かの環境学習施設で NPO
が成果を上げても、なかなか他の学習施設に普及することが少ないのである。また、環境
学習施設間での連携が少ないため、指導者の養成のノウハウが伝わらず、育成が難しくな
っている。 
 そこで今後は、NPO が中心となり、実践初心者プログラムのデータ・教具（ツール）を
収集するとともに、環境学習施設に対して情報を提供し、情報の共有化を図り環境学習施
設間の連携を促進していく。図 6-6 に環境学習プログラム・ツールの情報共有モデルを示
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6-5 普及に向けた環境学習指導者研修の実施 
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各地の環境学習施設で実施されているプログラムや教具の情報を共有することで、指導
者の育成にもつながり、よいプログラムやツールを提供している環境学習施設、連携して
いる NPO の活動が広がっていくと考えている。実際に、現在、北九州市にある「環境ミ
ュージアム」や鹿児島市にある「かごしま環境未来館」との連携を進めており、情報の共
有に向けた取り組みが進められている。 
最後に、これらをまとめた図を図 6-7 に示す。 
図 6-6 に NPO 早稲田環境教育推進機構の事業内容を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6-6 環境学習プログラム・ツールの情報共有モデル 
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本研究で得られた知見をもとに、NPO が中心となり、今後もグリーンコンシューマーの育
成や環境学習の普及に寄与できるよう研究、活動を続けていきたい。 
 
 
 図 6-7 ＮＰＯ早稲田環境教育推進機構の今後の展開 
環境学習指導者 環境学習施設
企 業教育機関
早稲田
環境教育推進機構
グリーンコンシューマー
育成型社会の構築を目指し、
環境学習プログラムの
開発・実践・評価を行う。
・CSR活動の促進
・プログラムの共同開発・実践
・プログラムの評価
・教具の共同開発
・地域でのプログラムの実施
・プログラムの認定・普及
・スクール型プログラムの普及
・教員研修会の実施
・環境学習指導者の養成
・指導者研修の実施
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ネルギー環境教育学会第 4 回全国大会論文集，2009・8 
 
9．塩田真吾・山内崇裕・金子幸平・小野田弘士・永田勝也・和田翔太「環境
学習プログラムにおける定量的評価システムの高度化に関する研究」日本環
境教育学会第 20 回大会論文集，2009・7 
  
10．山内崇裕・塩田真吾・金子幸平・小野田弘士・永田勝也・和田翔太「実
践初心者のためのデータベースの開発と評価」日本環境教育学会第 20 回大会
論文集，2009・7 
   
11．塩田真吾・金子幸平・永田勝也・小野田弘士・海老吉隆「環境学習プロ
グラムの定量的評価システムの開発」第 24 回日本教育工学会全国大会論文
集，2008・10 
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講演 
 
 
 
講演 
 
 
 
講演 
 
 
 
講演 
 
 
 
 
講演 
 
 
 
 
講演 
 
 
12．塩田真吾，金子幸平，永田勝也，小野田弘士，永井祐二，井原雄人，和
田翔太，杉田大亮「環境学習プログラムの実践と学習効果評価手法の開発」
環境科学会 2008 年会論文集，2008・9 
 
13．塩田真吾・金子幸平・永田勝也・小野田弘士・永井祐二・井原雄人・和
田翔太「環境学習プログラムの実践と評価手法の開発」日本エネルギー環境
教育学会第 3 回全国大会論文集，2008・8 
 
14．塩田真吾・金子幸平・永田勝也・小野田弘士・永井祐二・井原雄人・和
田翔太「環境学習プログラムの評価方法の開発」日本環境教育学会第 19 回大
会論文集，2008・8 
 
15．塩田真吾・永田勝也・小野田弘士・永井祐二・井原雄人・前野良輔・松
原祐介・金子幸平「グリーンコンシューマーの育成を目指した環境学習プロ
グラムの実践と評価」第 2 回日本エネルギー環境教育学会全国大会論文集，
2007・8 
   
16. 金子幸平・永田勝也・小野田弘士・永井祐二・井原雄人・前野良輔・松
原祐介・塩田真吾「環境学習データベースの作成・分析と環境学習プログラ
ムの開発」第 2 回日本エネルギー環境教育学会全国大会論文集，2007・8 
  
 
17．塩田真吾，環境教育推進のためのＮＰＯと学校との連携事例と課題，千
葉県環境教育研究会第 11 回大会記録集，2009・2 
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